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と き1969年2月15日(土) 13:30～16:30

ところ 第一 ホテル

○ 祝 賀 会(13・30～15・00) (新館1階 弥生天平の間)
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3.来 賓 祝 辞

4. 「第1回 日本原子力学会賞」贈呈
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会
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長 大 山 松次郎

坂 田 道 太 殿
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,(電発)大 塚 益 比古 一(原研)斎 藤 慶 一,メ 原研)石 森 富 太 郎 の 各 会 員。

○ 技 術 賞(3件)'(日 立)山 田 周 治 ヂ・(原産)内 田秀 雄 、、(原研)青地 哲 男 の各 会 員 。

O奨 励 賞(1件)(京 大)鵜 飼 正 二 会 員 。
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5.会 務協力者感謝状贈呈
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(司会 ・法貴 副委 員長)宗 像英二原研理事長

茅 誠 司,菊 池正士,瀬 藤象 二,一 本松珠磯の各歴代会長

井上五郎動燃理事長,矢 木 栄氏,松 前重義東 海大総長,久 世寛 信会員。

「祝電)松 下電 器壷業(株),九 州電力(株),関 西支部長



窪昊 日本 原 子 力 学 会 役 員 一 覧(敬称略)

lf

i歴 代 会 長 ・副 会 長

会 長 副 会 長

(昭和34年度)茅 誠 司 一 本 松 珠 磯,駒 形 作 次

、(〃35〃)〃 菊 池 正 士,高 井 亮 太郎

ミ("36")菊 池 正 士 福 田 勝 治 ,伏 見 康 治

(〃37〃)〃 福 田 勝 治,星 合 正 治

'(
"38")瀬 藤 象 二 浅 田 常 三 郎,星 合 正 治

(〃3g〃)〃 浅 田 常 三 郎,矢 木 栄

("40〃)一 本 松 珠 磯 木 村 毅 一,矢 木 栄

(〃41〃)〃 木 村 毅 一,山 田 太 三 郎

("42〃)大 山 松 次 郎 向 坊 隆,山 田 太 三 郎

現 役 員(昭 秘3年 度)

会 長 大 山 松 次郎

副 会 長 法 貴 四 郎,向 坊 隆

理 事(庶 務)浅 田 忠 一,森 島 国 男

(会 計)飯 田 正 美,高 島 洋 一

(編 集)黒 田 義 輝,田 中 浩,西 原 宏,百 田 光 雄

(企 画)安 藤 良 夫,江 藤 秀 雄,佐 野 忠 雄,堀 憲 義,

森 川 辰 雄

監 事 神 山 貞 二,田 中 直 治郎

(関西 支 部 長 伊 藤 俊 夫)

○ 昭和43年 度 学 会 賞 選 考 委 員 会 ○ ○創 立10周 年 記 念 事 業 実 行 委 員 会 ○

(委 員 長)向 坊 隆(委 員 長)向 坊 隆

(幹 事ノ 西 原 宏,安 藤 良 夫(副 委員長)法 貴 四 郎,山 田太 三 郎

倭 員)浅 田 忠 山,伊 藤 俊 夫,江 藤 秀 雄,(委 員)浅 田 忠 一,安 藤 良夫,飯 田 正 美.

黒 田 義 輝,佐 野 忠 雄,高 島 洋 一,伊 藤 俊 夫,神 原 豊 三,草 野 光 男,

田 中 浩,堀 憲 義,百 田 光 雄,品 川 睦 明,高 島 洋 一,中 井 敏 夫,

森 川 辰 雄 西 野 治,西 原 宏,宗 像 英 二,

森 島 国 男,若 林 良 一,脇 坂 清 一



学 会10年 ・略 年 表

(1958～1969年)

1958年

11月5日

25日

〃

28日

12月8日

10日

17日

23日

発起人会

第1回 実行委員会
学協会連絡検討小委員会

第1回 定款等検討小委員会
第2回 〃
編集関係小委員会
財務・事業計画合同小委員会

第2回 実行委員会

27～28日 第1回 資源探査討論 会

9月21日 垣花,法 貴両博士帰国講演会

10月3～5日 第2回 炉物 理分科発表会

10日

11月1,2日

2日

5日

9日

20日

21日

1959年

T.G.P.ル クレー博士講演会

第2回 核燃料分科発表 会

A,J.モ ー ラジア ン氏講演会

M.ベ ネデ ィク ト博士講演会

ステグラー,リ ーバマ ン両氏講演会

研究炉共同利用 シンポジ ウム

ヴ ァン ドリエ,ト ロシ ェリー両氏

講演会

レベ ック氏講演会

1月12日

24日

28日

第3回 実行委員会
第4回 実行委員会

発起人総会
12,13日 第3回 原子力 シンポジウム

2月14日

5月13日

〃

6月22日

30日

7月28日

11月21日

12月1日

22,29日N。J。 フ ェ リシ ー博 士 講 演 会

12月4,5日 同 位 体 分 離 シ ンポ ジ ウム

1963年

創立総会

関西支部結成
ワインバーグ博士講演会

原子炉の性能と実験方法討論会
日本原子力学会誌創刊

社団法人設立許可
原子力計測分科会
セリグマン博士講演会

1月17日R.ド ー トレー氏講演会

2月22,23日 第1回 原子力総合 シンポジウム

3月8日J。H.キ ッテル氏講演会

4月8～10日 昭和38年 々会(東 海大)

9日

5月9日

27日

1960年 7月15日

8月27,28日 第2回 資源探査現地討論会

R.L.マ レー教授講演会

H.J.C.カ ウツ博士講演会

第3回 評議員会

第5回 通常総会

J.G,モ ース博士講演会

N.F.C。 ビシ ョップ氏講演会

1月19日 燃料要素破損検出討論会

2月11～13日 第1回 原子力研究総合発表会

16日

29日

3月22日

4月28日

5月28日

6月7日

7月28日

9月28日

10月12日

11.月25日

12月6日

ギルバー ト氏講演会

事故時被曝線量基準シンポジウム
原子力気象討論会

第2回 通常総会
東芝研究所見学会
核燃料討論会

放射線化学討論会
臨界・臨界未満実験装置討論会
RI供 給討論会

大山・山本両教授帰国講演会
物理関係討論会

9月30日

10月4日

18日

第3回 炉物理分 科会

F.E.J.セ ビロー氏講演会

カナダ型重水動力炉講演会

18,19日 第1回 炉工学分科会

30日 第3回 燃料材料分科会

11月7～9日 第1回 化学 ・化 学工学分科会

11月20日A.シ ャペ リエ氏講演会

1961年

1964年

2月12,13日 第2回 原子力総合シンポジウム

3月18日B.A.リ スター博 士講演会

23～28日 放射線計測講 習会

4月7～9日 昭和39年 々会(立 教大)

1月17日 ウラン濃縮講演会

2月4日 安全性 シンポジウム

〃15～18日 第2回 原子力研究総合発表会

3月17日 放医研見学会

4月17～19日 原子力計測専門講習会

5月24日

6月28日

7月12日

13日

9月22日

第1回 評議員会
第3回 通常総会
低 レベル放射能計測講習会
シルバーマン,モ ーリス博士講演会

核燃料検査講演討論会
東大核研見学会

10月5～7日 第1回 炉物理分科発表会

16日 スタイ ン,フ ィッシャー博士講演会

25日 再 処理 とPu開 発討論会

11月2S～29日 第1回 核 燃料分科発表会

12月9日 沸騰水型発電所 の動特性 ・制御講演会

20日 伏見博士帰 国講演会

25日

5月19日

6月4日

8月18～20日 第3回 資源 探査現地討論会

乳Nucl.Sci.Technol.誌 創刊

第4回 評議 員会

第6回 通 常総会

B.C.リ ン ドレイ博士講演会

10月8日 第3回 ジュネーブ会議 報告会

29月 高崎研見学会

11月4～7日 第4回 炉物 理 ・第2回 炉工学

合同分科会
7日 内部放射線被曝討論会

7,8日 京大炉見学会

1962年

1月24日 原子炉用グ ラファイ ト講演会

2月13日 原子力研究投資シンポ ジウム

14～17日 第3回 原 子力研究総合発表会

立教大原研見学会『'H
.ホ ーウェル氏講演会

第2回 評議員会

第4回 通常総会
R.S.ポ ール博士講演会

杉本,向 坊両博士帰国講演会

C.A.レ ニー氏講演会

25～27日 第4回 核燃料・炉材料分科会

30日 第2回 化学 ・化学工 学分科会

1965年

1月18日 グ リー ンフィール ド博士講演会

2月15,16日 第3回 原子力総合シンポジウム

3月2日 サ イラン ド博士講演会

4月5～8日 昭和40年 々会(京 都大)

3月14日

5月21日

25日

6月26日

8月13日

21日

19日

26日

5月27日

B.B.カ ニ ンガム博士講演会

M.ハ イシンスキー博士講演会

第5回 評議員会

第7回 通 常総会

8月3～5日 第4回 資源探査現地討論会

9月1日

8日

28日

30日

W.グ ロー ト教 授 講 演 会

H.ウ ェ ス トコ ッ ト博 士 講演 会

L.ヤ ッフ ェ博 士 講 演会

P.フ ェ ン ト,G.ヤ ゴ デ ィン 博士

講演 会

10月4～6日 第5回 炉物理 ・第3回 炉工学

合同分科会

1一

2tl～26E【E'itb-5匝1仔{・し?S'1"lvti戸F6'i:斗シ}F十会

11月4,5日 第3回 化学 ・化 学 工学 分一科 会

12月2日 プル研 ・+ノ トラ ボ見 学 会

8日J.チ ャーニ ック博 士講 演会

1966年

2月8日 核燃料 熱力学 シンポジウム

14,15日 第4回 原子力総合シンポジウム

3月29,30日 昭和41年 々会(東 工大)

4月12日K.P.コ ーエン博士講演会

5.月13ElF,S。n一 ラン ド,P.S。 べ一カー

博士講演会

5月14日V.Peギ ン博士講演会

23日 第6回 評議員会

第8回 通常総会

7月6日 第1回 研究炉 シンポジ ウム

8.月2～5日 第5回 資源探査現地討論会

10月3～5日 第4回 化学 ・化学工学分科会

11日T.タ ムラ博士講演会

20日F.H.ス ペデ ィング博士講演会

24～27日 第6回 炉物理 ・第4回 炉工学合同

分科会

25日J。H.ラ イ ト博士講演会

26～28日 第6回 核燃料炉材料分科会

27日 モーガ ン博士講演会

29日 炉材料熱 力学シンポジウム

1967年

1月28日 放射線事故シンポジゥム

2月14,15日 第5回 原子力総合シンポジウム

3月27日D.シ ュ ミッ ト博士講演会

4月5～7日 昭和42年 々会(東 大 ・工)

5月23日 フランスの再処理技術講演会

27日 第7回 評議員会

第9回 通常総会

7月27日 ツバイフェル博士懇談 会

8月18,19日 第6回 資源探査現地討論会

(垂水)

10月2～5日

4,5日

7,8目

11月16～18日

24日

12月16日

昭和42年 炉物理・炉工学分科会

〃 化学・化学工学分科会

n保 健物理分科会(第1回)

〃 核燃料 ・炉材料分科会

J.ザ ール氏講演会

第1回 臨時総会

1968年

2月19,20日 第6回 原子力紹合シ ンポジウム

3月26～28日 昭和43年 々会(早 稲田大)

5月14日 第8回 評議i員会

第10回 通常総会

6月25日 第2回 研究炉 シンポジ ウム

7月23日 シーゲル博士講演会

第1回 学会賞公募

8月1～3日 第7回 資源探査現地討 論会

(東濃)

9月5日

10月9日

11月1～2日

2～4日

4～5日

J.D。オル ン ドフ博士講 演会

APDA高 速炉講演会

昭和43年 保健物理分科会

〃

〃

21～23日 〃

核燃料・炉材料分科会

化学・化学工学分科会

炉物理・炉工学分科会

1969年

2月15日 創立10周 年記念祝賀会

第1回 学会賞贈呈

16,17日 第7回 原子力 総合シンポ ジウム

3月29～31日 昭和44年 々会(東 海大湘南)



第1回 日本 原 子 力 学 会 賞 受 賞 者 研 究 概 要

訟
両冊 文 賞 (4件)

101.U--C--N-O系 核 燃 料 化合 物 の 統計 熱 力学 的諸 性 質 に 関す る研 究

大阪大学工学部

〃

佐 野 忠 雄,

井 本 正 介

(概 要)審 査 の 対 象 と な っ た 過 去3年 間 の 主 な 実 績

を ま と め る と,

(1)"TheStableCornpositionRangeandDecomposi.

tionPressureofUC-UNSolidSolution",

TheプmodynamicsofNucleaγMaterials,1967,

301～315(1968),IAEA.

(2)"TheUranium-NitrogenSystem",」.Nucl.Sci.

Technol.,4〔6〕,283～288(1967).

(3)"TheUranium.Carbon-NitrogenSystem",ibid.,

3〔5〕,194～199(1966).

(4)UCI-。 ○。 に 関 す る 研 究,(皿),原 子 力 誌,9〔3〕,

132～138(1967).

な ど 国 際 的 に も高 く評 価 さ れ て い る 独 創 的 な 研 究 が 多

い 。 こ れ ら の 研 究 は ウ ラ ン と プ ロパ ソ と の 反 応 で,わ

が 国 で 初 め て 炭 化 ウ ラ ソ を 合 成 し て 以 来 発 展 さ せ て 来

たU-C,U-C-○,U-C-N,U-C-N-O系 に関する基礎

的研究の一環をなす もので,こ れ らの成果に より,高

速炉燃料 として有望視 されている炭化 ウ ラソ,チ ッ化

ウラソに関す る知見は飛躍的に深められた。

ウラン化合物以外にも,ジ ルコニウムとその合金の

酸化現象 あるいは液体金属の反応性等について広範

な研究を行なってお り,ま た現在は高温における金属

あるいは化合物 へ の炭素の拡散,熱 電子放出現象など

についても研究成果をあげている。

これ らの研究の成果は学術上まことにすぐれた もの

であって,原 子力工学の分野に貢献す ることが極めて

大であるとともに,核 燃料物質に関する日本の基礎研

究 レベルの高 さを,世 界に認識せ しめるにも大いに役

立 っている。

102.ガ ンマ 線 の 反 射 透 過 問 題 に 対 す るInvariαntlmbedding法 の 応 用

日本原子力事業㈱研究部 清 水 彰 直

(主な協力者)日 本原子力事業㈱ 水 田 宏

(概 要)γ 線 が 遮 蔽 体 を通 過 して 減 衰 す る様 子 を よ

り厳 密 に 求 め る こ とは,遮 蔽 設計 上 非 常 に 重 要 な こ と

で あ る。 これ に対 して,従 来 は 無 限 媒 質 に の み 適 用 で

き る モ ー メ ソ ト法 か,ま た は,MonteCarlo法 等 の非

常 に計 算 時 間 を必 要 とす る繁 雑 な 方 法 を用 い て いた 。

粒 子 の 媒 質 内 で の基 本 的 振 舞iいか ら出発 す る計 算 手

法 を す で に 応 答 行 列 法(原 子 力 誌5〔5〕,359(ユ963))

と して 中 性 子 拡 散 の 問題 を解 く方 法 に適 用 して きた 。

た ま た ま,こ の応 答 行 列 法 は,BellmanのInvariant

Imbedding法 と相似 の もの で あ る こ とが解 った の で,

以 後InvariantImbedding法 と して γ線 の 透 過 問 題 に

適 用 した の が 前 記 の論 文 で あ る。

こ の方 法 に よ る と,γ 線 の透 過 の 実 測 と も非 常 に よ

く一 致 し,か つ 従 来 用 い られ たMollteCarlo法 よ り

も非 常 に計 算 時 間 が 短 く,精 度 の よ い結 果 を 得 た 。 こ

の 研 究 結 果 を 高 く評 価 した 米 国 標 準 局 に招 へ い され,

彼 地 に て 多重 層 の 問 題 を解 決 し,同 局 で は従 来 の 標 準

計 算 法 で あ っ たMonteCarlo法 とあ わ せ てInvariant

Iml⊃edding法 を採 用 してい る。

な 拘,こ の方 法 は 高 速 中性 子 の 遮 蔽 に も応 用 され,

目下 こ の方 向 の 研 究 開 発 が 進 め られ て い る。



103.原 子 炉 雑 音 の 基 礎 理 論

電源開発㈱

日本原子力研究所

大 塚 益 比 古,

斎 藤 慶 一一

(1)M.OTsuKA,K.SAITo:"Space-TimeCorrela-

tionsinNeutronDistributionsinaMultiplying

Medium",ZNucl.Sci。Technol,,2,191～198

(1965).

(2)K.SAITo,M.OTsuKA:"TheoryofStatistical

FluctuatiorlsinNeutronDistributions",ibid.,2,

304～314(1965).

(3)K.SAITo,M,OTsuKA:"TransferFunctionand

PowerSpectralDensityinaZero-PowerReac-

tor　,ibid.,3,45～50(1966).

(4)M.OTsuKA,K.SAITo:"NeutronFluctuations

inaMultiplyingMedium",Nucl.Sci.Eng.,

24,412～414(1966)。

(概 要)著 者 の1人 大 塚 は,グ ラ ス ト ソ ・エ ドラ ン ド

著 伏 見 ・大 塚 訳r原 子 炉 の 理 論 』(み す ず 書 房,昭30)に よ

っ て 原 子 炉 理 論 を 国 内 に 紹 介 し,ひ き つ づ き わ が 国 の

原 子 炉 物 理 の 発 展 に 努 力 して 来 た 。 原 子 炉 雑 音 の 基 礎

理 論 に 関 す る こ れ ら の 論 文 は,大 塚 が 日 本 原 子 力 研 究

所 の 当 時 新 進 気 鋭 の 研 究 者 斎 藤 と共 同 し て 研 究 し た 成

果 で あ る 。

原 子 炉 雑 音 と は 炉 内 の 中 性 子 密 度 の ゆ ら ぎ を 意 味 す

る が,一 見 不 規 則 な そ の 変 動 を 測 定 し 分 析 す る こ と に

よ っ て,そ の 炉 の 動 特 性 に つ い て 有 力 な 情 報 を う る こ

と が で き る 。 こ れ ら の 論 文 は 零 出 力 炉 を 対 象 と し て 炉

内中性子分布の空聞時間相関関数を導き,炉 雑音の理

論的構造を明 らかにした。

(1)の論文は,中 性子検出カウントの時間的相関に対

する ド・ホフマソの1点 炉理論の拡張で,い わ ば物 理

的考察を軸に して直接上記相関関数を導いた。

(2)の論文では,中 性子分布の2次 の精密度の従 う方

程式を導 き,さ らにボルツマン方程式のグリーソ関数

を用いて解 くことに成功 し,結果は(1)論文に一致する。

(3)の論文 では,上 記の成果にもとずいて,原 子炉雑

音スペ ク トル と伝達関数を比較 し,従 来一致するとさ

れていた両者がある周波数以上の領域では異なる構造

をもつ ことを示 した。中性子の統計的ふるまいを扱 う

基礎方程式 の1つ にパルお よびベルが導いたものがあ

るが,外 観上きわめて特殊な形を している。

(4)の論文では,そ れ と(2)論文の方程式(お よび そ の

高次方程式)と が同等であることを示 し,出発点の異な

る理論的取扱いを一体化した。

以上の研究によって,核 分裂連鎖反応自体に由来す

る炉雑音の理論的解明がなされたのである。

なお,炉 雑音の研究は将来動力炉の異常を知 る診断

法などに重要な働きをすると期待 されるが,そ の方向

を目指す理論的研究 も斎藤 らは着手 している。

104.無 機溶媒抽出法による放射化学的研究

日本原子力研究所 石 森 富 太郎

(概要)放 射化学の分野における独創的な研究は,

国内外の評価が高 く,特 に無機溶媒抽出法による放射

化学的研究の業績は顕著である。すなわち,核燃料開発

の分野で利用されている約20種 の有機抽出剤を用い,

Naよ りCmに 至 る60種 に も及ぶ多数の元素につき,

種 々の鉱酸溶液 と有機溶媒 との間の挙動を調べた。40

種以上の系で求められた分配比は10数 編に及ぶ論文 と

して報告されており,そ れ らは無機溶媒抽出,デ ータ

集(1),(皿)お よび(皿)にまとめ られている。 これ らの基

礎デ ー タは混合放射性元素の相互分離,放 射性同位元

素の調製,あ るいは分析化学に おけ る元素の相互分離

ならびに応用の面にきわめて重要な知見を提供 してい

る。さらに,これ らの結果を基に して,有機溶媒で抽出

した核燃料物質の直接固体化合物変換法に発展させ,

従来の方法を著 しく簡略化することに成功 し,Na一 ア

マルガムを使って水溶液中の核燃料元素を直接金属に

変える方法 も研究開発 してい る。 この溶媒抽出法は
239Pu

,233Uの 単離238U自 発核分裂半減期測定,短 寿

命核種の半減期測定などに利用され,み るべ き成果が

多い。

また,60Coで ラベル した沈 殿剤 を用いた一連の研

究,同 位体希釈分析法を併用 した放射化学分析など新

しい分野を開発 してお り,こ れ らの研究は海外でも多

く引用され参考にされている。その他,地 球化学,分 析

化学の面における業績も大きく,原 子力における放射

化学の発展に貢献するところ顕著な ものがある。
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技 術 賞i(3件)

105.研 究 用原 子 炉 のパ ル ス化 お よび 計 測技 術

㈱日立製作所 山

(主な協力者)日 立製作所

〃

〃

治

丸

雄

美

周

宗

官
田
清

井

塚

柳

田

今

飯

吉

(概要)定 格出力100kWの ス イ ミングプール型研

究用原子炉を改造 して,パ ルス制御棒,後 備停止装置な

どを付加 して炉周期15msec,最 高出力120MWに 達す

るパルス運転に成功 し,原 子炉の自己制御性を実証 し

た。元来,こ のような原子炉の出力暴走実験はその安

全性確保のための制限が厳 しく,特 にわが国でこの種

の実験を実施することは安全上至難 と考え られ,こ れ

らの実施に対 しては高度の技術 と機器の信頼性が要求

され る。

特にパルス制御棒 後備停止装置,制 御系などに日立

の技術の粋を集めて,わ が国最初のパルス運転を成 し

遂げた。現在 まで約150回 のパルス運転を実施 して異

常を認めなかった。

一方,パ ルス運転に伴 う中性 子 密度,温 度,圧 力,歪

などに関す る速い現象の高温,高 放射線下にお け る測

定 も技術は,そ の再現性 と精度において世界水準を抜

くのである。

従来,こ れ らのパルス運転技術およびここで開発 さ

れた種々の測定技術は,高 速炉の事故実験など原子炉

安全性評価実験に利用されることはもち ろ ん,物 性,

核物理実験のための高出力パルス中性子源などに利用

され,実 験技術の基盤 としてその貢献度は大 きい。

106.軽 水型動力炉の後備安全防護装置の研究

轟 欝 繕 蓼参華案難 裂難 套 内 田 秀
(主な協力者)㈱ 日立 製 作 所 藤 江 秀

三菱原子力工業㈱ 横須賀 正

日本原子力事業㈱ 羽 田 幹

雄

夫

隷

夫

(概要)軽 水型動力炉 の安全解析のために,最 大事

故 あ るいは仮想事故を想定する場合は,1次 冷却系

が何 らかの原因で破断するとい う仮定を立て,事 故の

波及を解析することが現在の一般の考え方である。こ

うい う仮定に立つ場合,1次 冷却系破断に続いて起る

事象は,① 冷却材が炉心および圧力容器か ら流出 し,

1次 冷却系が急激に圧力降下s② 炉心の冷却効果が減

少,③ 燃料要素の温度上昇,④ 燃料要素の破壊あるい

は溶融 ⑤核分裂生成物が炉心内および圧力容器外格

納容器へ流出,⑥ さらに格納容器か ら漏出 し,大 気へ

放散。である。勿論破断により,あ るいは事象①によ

り炉はスクラムされ ることは期待で きる。 また燃料要

素被覆と冷却材の直接の反応いかんが④に影響を与え

ることも考えなけれぽならない。こ うい う連続 した事

象に対処 して,事 故の拡大を防 ぐ装置が広 く(工学的)

後備安全防護装置 といわれ る もの であ る。これに関

し,昭 和38年 日本原子力産業会議安全特別研究会に

SAFE(SafetyAssessmentand'FacilitiesEstablish-

ment)プ ロジ ェク ト小委員会が設けられ,38,39両 年

度にわた り,㈱ 日立製作所,日 本原子力事業㈱,三菱原

子力工業㈱の各社が実験を分担(主 として科学技術庁

原子力平和利用研究委託費 に よる)して,次 の項目に

ついて共同研究を行なった。

① ユ次冷却系破断後の圧力容器ならびに格納容器内

の過渡現象 と温度,圧 力変化につ い て理論的研究と模

型実験 ②電気加熱による模擬燃料要素に対する炉心
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スプ レーの冷却効果,③ コンテナ・スプ レーに よる核

分裂生成物(特 にヨウ素)に対す る除染効果 と容器内の

冷却減圧効果を知 るための模型容器 を用いた実験,④

格納容器をケープルなどが貫通する部分のガス気密性

の実験,⑤ 冷却材喪失事故解析計算,⑥ 圧力抑制装置

に関する研究。

(結果のまとめ)

① 「冷却材の流出 とそれに伴 う過渡現象」では,!

次冷却系配管の破断を模擬 した実 験 を行 な った

が,圧 力容器,格 納容器内の圧力・温度の変化につ

いての基礎概念が得 られた。破断口か らの蒸気 と

水との混合2相 流の流出についても研究が行われ

た。

② 「コア・スプ レー」では,コ ア・スプレーによる加

熱棒に対す る効果には,大 き く分けて蒸気 と輻射

による冷却,流 下す る水膜の蒸発冷却,フ ラッデ ィ

ングの3つ の現象があることがわかった。 この3

種の伝熱現象について,そ れぞれ冷却効果を求め

る実験的資料が得 られた。

③ 「コソテナ・スプ レー」では,そ の冷却 効果 とヨ

ウ素除染効果について基礎的資料が得 られた。

④ 「貫通部の気密性」では,貫 通部の漏洩量を模型

実験によって測定する方法を知ることができ,漏

洩量 とそれに及ぼす圧力,温度等 の影響 の実体 を

把握する資料が得 られた。

⑤ 「冷却材喪失事故解析計算」では,冷 却系破断か

ら格納容器外への分裂生成物放出に至る事故を系

統的に検討するためには,ど の現象のど うい う解

析をすることが必要であるかとい う問題点の摘出

を試み,若 干の計算を行なった。

以上,わ が国で初めて工学的安全技術について,自

主的に問題を取 り上げ組織的に各界の協力によって研

究を行なった ものであ り,そ の努力の結果は技術的に

は諸外国の注 目の的 とな り,産 業的にはわが国におけ

る軽水炉の安全技術確立に著 しく貢献 した。

107.原 研の 再処 理 試験 施 設 の設 計 ・建 設 な らび に試 験

是轟 轟 轟験タ,死篠 青 地 哲 男

(概要)再 処理試験施設については,昭 和34,35年

度における設計,36年4月 における施設の着工,そ の

後3回 にわたる増設,41年5月 における完工,さ らに

その後コー一ル ド試験を経 て43年度 に至 り,第1次,2

次ホッ ト試験の実施を終え,第1次 で18g,第2次 で

105gの 高純度のプル トニウムを回収 し,現 在第3次

ホッ ト試験を実施中である。これらの試験を通 して,

装置ならびに施設は満足すべ き状態で運転され,被 曝

あるいは空気汚染など安全上の問題 も発生することな

く,湿 式再処理法を確立 した。

この間,例 えば主要装置であ る溶解,抽 出装置につ

いては,当 初最新の資料に基づ い て設計・製作された

が,そ の後の試験で多 くの問題点が発見され,こ のた

め定常状態の到達 または維持がほとんど不可能であっ

たので,例 えば小流量定量 エア リフ ト,圧力ポッ ト,エ

アパルス方式等について開発を進めた。この結果,第

1次,2次 コール ド試験 に おいてその実用性を実証す

ることができた。これはさ らに第1次2次 ホッ ト試

験においてその性能の高さが験証された。 この種の技

術開発の態度は操作技術などの再処理技術の開発に も

導入 され,こ れについて も高い総合的評価を得ること

ができた。

以上のように,湿 式再処理法に関する工学的知見を

得 るため,必 要最小限の試験施設を昭和35年 以来,国

産技術で設計,建設 し,各種の試験を行なってきたが,

昭和43年 に実施 された第1次,2次 ホッ ト試験 に よっ

て,長 期にわたって開発 して きた設備の設計,操 作技

術など再処理技術の開発について総合的評価を得るこ

とができた。すなわち,当 初か ら計画されていた(1)再

処理施設についての建設ならびに運転経験 と"ノ ウ,ハ

ウ"を得ること。(2)再処理技術の開発をはか る こ と。

(3)再処理関連技術者の養成をはかること。などの主 目

的 を達成 したことになる。その他,研 究用 プル トニウ

ム の 回収,動 燃事業団再処理工場要員の養成の目的に

も添い得たのである。

またこのことは,日 本で最初の再処理施設が種 々の

技術的工学的問題点を克服 して,国 産技術で生 まれた

ことを意味し,原 子力分野におけ る今後の自主技術開

発をはかる上で大きな自信 と明るい見通 しを与 えるも

ので,原 子力開発に貢献す るところ顕著 な もので あ

る。
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108.均 質系に対する単速輸送作用素の実固有値について;

減速平板に対する輸送方程式の初期値問題

京都大学工学部 鵜 飼 正 二 (昭14.ユ1.3.生)

(1)S.UKAI:c`RealEigenvaluesoftheMonoenerge.

ticTransportOperatorforaHomogeneous

Medium",」.Nucl.Sci.Technol.,3,263～266

(1966).

(2)S.UAKI:"OntheInitial-ValueProblemofthe

TエansportEquationforaModeratorSlab",ibid.,

3,430～436(1966).

(概 要)中 性 子 輸 送 方 程 式 の数 学 的 性 質 を,方 程 式

に現 われ る作 用 素 の ス ペ ク トル 解 析 の 立 場 か ら種 々 の

場 合 につ い て 論 じ,特 に 離 散 固 有 値 に つ い て詳 し く考

察 して次 の事 項 を示 した 。

(1)無 限均 質 減 速 材 の 場 合 を取 り扱 い,減 速 材 の種

類 に無 関 係 に 連 続 ス ペ ク トル を持 つ こ と,特 に 単

原 子 ガ ス の 場 合 に は,そ の他 に 可 付 番 無 限個 の離

散 固 有 値 を 有 限 区 間 内 に 持 つ。

② 単 速 輸 送 方 程 式 を 考 察 し,負 の 無 限 大 を 唯 一 の

集 積 点 とす る実 離 散 固 有 値 の無 限 列 が 存 在 す る。

(3)Kuξ ろer-Corngoldの モ デ ル に 基 づ い て 気 体,液

体,固 体 の減 速 平 板 を取 り扱 った 。 す べ て の 場 合,

複 素 平 面 の 左 半 平 面 の点 は こ とご と くス ペ ク トル

に属 して い る。 右 半 平 面 に は,気 体,固 体 の場 合

はたかだか有限個の液体の場合は有限個 または無

限個の離散固有値が存在するが,し か し平板の厚

さがある程度以上薄いと,離 散固有値はまった く

存在 しない。

(4)同 じくKu§ろer-Corngoldの モデルに基づいて,

有限の大きさの減速材について考察 し,(3)と 同様

の結果を得た。

従来,実 際的な立場か ら,中 性子輸送方程式の数値

的解析については多数の人により研究が行われて来て

いるが,中 性子輸送方程式を数学的立場か ら統一的に

取 り扱 う試みは,方 程式の簡単 さにもかかわ らず困難

なため限 られた場合についてみなされているにすぎな

かった。

中性子輸送作用素の固有値スペクトルの観点か らこ

の問題に取 り組み,種 々の減速材,ジ オメ トリー等の

具体的な炉物理的対象を厳密な数学的手法で解 き,こ

の重要かつ困難な問題 の解決法を一歩前進せ しめた。

すべての場合における中性子輸送作用素の複素固有

値の問題は,未 だ解決されていないので,こ れらの研

究はこの問題の解決に重要な手がか りを与えるもので

あ り,今 後の発展が大 いに期待できる。
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研 究 ア レ ノレ ギ ー

》

初 代 会 長
日本学術振興会々長 茅 誠 司

ある電 子工学関係の生産会社の社長 さんか ら最近 きいた話であ る。その

会社で本年100名 位の技術系大学卒業者を採用 したが,そ の面接の際に何

を会社でや りたいか と質問 した ところ全員が「研究を したい」と答えた とい

う。只の1人 も「生産をや りたい」と言わなかった ことはこの社長 さんに大

きな驚 きと失望を与えた よ うである。

しか し,こ の答えは私共 のような大学に深 く関 係 して いた 者に とって

は,や は りそ うか と得心がゆ くように思 う。何故か とい うと,大 学では,研 究 して学術の水準を高め

ること,そ の研究を裏付けとして学生を教育す ることの2つ が 目標であるけれ ども,現 状では第2の

教育 よ りも第1の 研究のほ うが遙かに重要視されていて,研 究に没頭 しうることが大学教授の特権で

あるとさえ考え られている。従 って この傾向が大学卒業生に もいつの間にか泌み こんで しまって,一

番貴いのは よい製品を作 ることよりも,研 究に よって新 しい知識を うることだ と思い こんで しまって

いた結果が,最 初に述べたよ うな返事 となって現われて きたのではないか と思 う。

原子力の場合は,こ れが日本では欧米に遙かに遅れているとい う事情か らさらに強 く研究の必要性

が叫ばれるように思 う。事実,こ こ10年 の間に原子力関係 の研究者はどんどん と増加 し,最 近は独創

的な研究成果 もい くつか現われて学会,そ の他で褒賞 の対象 となるものが出てきた ようである。そ し

てこのような研究者が増加することは極めて望 ま しい ことは申すまで もない。

しか し,原 子力発電 のように完全 とはいえないまで も既に外国では商業ベースにのってきた分野 で

は,こ の設備を製造 し,設置 し,運転す ることも研究に対 して少 しも劣 らない重要な もの で あ る こ と

を強調 したい。特に 日本には欧米ではあま り考えな くともよい地震 とか麗風 といった よ うな特殊事情

があるので,そ れを克服するに必要な技術的な問題点 も沢 山存在す る。 これを纒 った研究課題 として

研究者に提出 してその解決を要求す ることも是非 しなければならないことであ る。 ここで重要 なこと

は,既 にルーテ ィン化された と思われ る運転や製造に従事する場合でも,そ れを改善す るには どうし

た らよいかをいつ も考え続けて仕事をす ることではなかろ うか。そ うしてそれが思いがけない画期的

な改善 となった例は少な くない。

原子力発電所はこれからどんどん作 られてゆ く。以上のよ うな意味でこれを建設 し運転 してゆ くこ

とは非常に重要なことであって,純 然たる研究でないか らといって劣視すべ きではない。大学か らの

新卒業生が,仮 りに建設することを嫌 って研究のみを志望するようなことがあった とした ら,そ れは

大変な思い違いであることを強 く指摘 したい。 また大学において も研究に もま して学生の教育に力を

入れて頂きたい希望を ここに付言する。若 し過去においてそ うであったな らば,現 在の大学の紛争は

起 らなかったか も知れない,と いった らこれは言い過 ぎであろ うか。

(1969年1月31日 記)
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創 立10周 年 記 念 祝 賀 会 祝 辞 集

(1969年2月15白)

1.文 部 大臣 坂田 道太殿

本 日ここに 日本原 子力 学会創立ユ0周年記念祝

賀会が開催され るに あた り,ひ とことお祝のこ

とばを申し述べ ます 。

当学会 は,原 子力 の平和利用に関す る学術 お

よび技術の進歩 をはか り,会 員相互の連絡研修

を行 な うことを 目的 として,昭 和34年 に創立 さ

れ,以 来各種 の事業を遂行 して こられたのであ

りま して,そ の研究成果が逐年 多数にのぼ り,

内外学界か ら高 く評価されつつあることは,ま

ことに力強い限 りであ ります 。当学会 が,創 立

以来多 くの困難 を克服 して順調 な発展 をとげ,

い まや特色ある学術 団体 として確固た る地歩を

築 くにいた りま した ことは,ひ とえに歴代会長

をはじめ会員各 位のたゆみ ない精進の賜である

と推察いた します 。本 日の祝賀会にあた り,皆

方の これまでのご熱意 とご協力に対 して深 く敬

様意 を表 します。

今 日世界各国は,き そ って科学技術の振興 に

カを注 いでお りますが,と りわけ原子力に関す

る学術 の研究 と,そ の応用面の産 業技 術の開発

は,い よい よめ ざまし く関連諸科学の分野 も多

方面にわた り,こ れ に伴 つて原子力を専攻す る

科学者お よび技術者 の数が急速に増加 してお り

ます。 この ときにあた ウ,当 学会が ここに創立

]0周 年を迎えて,記 念祝 賀会を開 き,将 来い つ

そ うの発展を期 され るとともに,こ の機会に第

1回 日本原子 力学会賞 の贈 呈を行なわれてひろ

く研究 の意欲高 揚につ とめ られ ることは,ま こ

とに意 義深い ものがあ ります。

会 員各位には,ど うか本 日を契機 として,さ

らに相互 の親和 を深め られ,新 たなる決意をも

って,各 自の専攻部門の研究に力を注 ぎ,原 子

力研究 の重要な団体 としての使命 を達成 され る

とともに,今 後 ますます 国家 の発展 と人類 の繁

栄 に貢献 され るよう希望 してお祝いのことば と

いた します。(代 読 ・水科科学官)

2.原 子力委員 長 木 内 四郎殿

本 日ここに 日本原 子力学会 の創立10周 年記念

祝賀会にお招 きいた だき,一 言 ご挨拶 申し述 べ

る機会を得ま したこ とは,私 の深 く喜び とす る

ところであ ります。

顧みますれぽ,昭 和30年 に原子力基本法 が制

定 され,わ が国が原子力開発に本格的に取 り組

み始めて以来,本 年度を もって満13年 を迎 える

ことにな ります 。

この間,貴 学会をは じめ関係各位のご努力に

よ り原子力開発 の基盤が築かれ,現 在 ではわが

国各地において,原 子力発電所 の建設がすすめ

られ,原 子力第1船 につ きま して もま もな く進

水を迎え よ うとしてお ります。また,放 射性同

位元素等の利用 も各 種産 業に広 く普 及 す る な

ど,原 子力開発 は,今 や応用研究 および実用化

の段階に入 りつつあ ります 。

私 ども原子力委員会 では一昨年 「原子力開発

利用長期計画」を決定 し,現 在 これに基 きまし

て,各 方面 の開発を推進 してい るところであ り

ますが,と くに将来 の原子力発電を左右す ると

いわれる高 速増殖炉お よび新型転換炉につきま

しては,動 力炉核燃料開発事業団を 中 心 と し

て,そ の自主開発を鋭意進めてお ります 。

一般 に科学技術の開発は,幅 広 い基礎研究の

充実と研究者,技 術者 の養成があ って こそ は じ

めて大 きな飛躍が可能 となる ことは広 く認め ら

れ るところであ ります が,な かでも原子力につ

きましては,そ の開発は多方面 におけ る基礎研

究 の上に立 って進 め られ るものであ り,ま たそ

の開発 の成果は,わ が国全般 の科学技術水準の

向上を もた らす ものであ ります。 この ような意

味で,貴 学会におかれ ましてはその創立以来,

年会,分 科会等 の開催を通 じ,学 術的研究 に努

め られ,わ が国原子力界の水準向上に多大の貢

献をな されました ことに対 して,原 子力開発の

一端を担 う者 としま して,こ こに深 く感謝 申し

上 げる次第 であ ります。

またこのたび,貴 学会の10周 年を記念 して新

た に「日本原子 力学会賞」を制定 され ました こと

は,原 子力の平和利用を強 力に推進す る観点か

ら極め て大 きな意義を有す るものと存 じます 。

私 どもは,今 後とも原子力平和利用の研究開

発に鋭意努力す る所存 でござい ますが,貴 学会

におかれま しても,原 子力関係の基礎研究 の拡

充に従 来に も増 して意を尽 され るとともに,と

くに科学者,技 術者 の養成面 での一段 のご 活 躍

に より,今 後 とも一層の発展をなさ らんことを

お祈 りいた しま して私 の ご挨拶 といたします。

3.日 本学術会議会長 江上 不二美殿

本 日ここに 日本 原子力 学会 創立10周 年記念祝

賀会が挙行 されるにあた り,日 本学術会議を代

表 して祝詞を申 し述べ る機会を得 ま し た こ と

は,私 の大きな喜び とす るところであ ります 。

俗に10年 ひ と昔 といい ますが,日 本学術会議

の原子力特別委員会が,原 子力学会設立のため

にいろいろ と奔走 していたのはつい昨 日のよ う

に思われます。

この短い10年 の間に原子力学会は着実 に,し

か もす ぽらしい発展を遂げ られま した。会員数

の上 でも,ま た財政規模か らみて もこの10年 間

に約3倍 になられた との ことです が,こ れは一

面では,日 本における原子力科学の成長 のめ ざ

ましさを示す と同時に,原 子 力学会 に属す る会

員の方 々のたゆまぬ精進 の成果であ ると思いま

す 。

原子力学会 の もう1つ の特徴は,学 会活動 の

活発 さとその水準の高 さにあると思い ます。

和文,欧 文 による学会誌 の毎月 の発行をはじ

一2一

日本 原 子 力 学 会誌

め,原 子力総合 シンポ ジウム,春 の年会,秋 の

分科会に加えるに20に 及ぶ研究専 門委員会の活

動,さ らには原子力交換教i授講演会の開催 とそ

の活動の多彩 さは まさに学会活動 の模範 とも云

える もの と存 じます。

このたびは創立10周 年を記念 して,日 本原子

力学会賞を制定され,本 日その第1回 の表 彰が

行 なわれ るとい うことですが,こ の10年 間 の若

々しい活動のあとをふ り返 り,将 来の限 りない

発展を思 うとき,ま ことにふさわ しい有意義な

行事であ ると思います。

わが国におけ る原子力科学の重要性がい よい

よ高 まり,そ の急速な発展が期待 されてい る今

日,こ の10年 間に皆様方 が達成 された成果 とそ

の ご苦労 に対 して深い尊敬 の念を表わす ととも

に,日 本原子力学会が今後 ます ます発展 し世 界

の学界に大 きな寄与をされ るとともに,原 子 力

の平和利用を通 じて国民 の福祉に貢献する とい

う科 学者 として最 も光栄あ る任務を着実に果 さ

れ る よう祈 ってお祝いの言葉 といた します 。

4日 本工学会々長 内田 俊一 殿

本 日,日 本工学会の有力のメ ンバ ー で あ る

日本原子力学会 の10周 年記念祝賀会に当 りま し

て,私 はたまた ま日本工学会長 の職にあ ります

ため,会 員56学 協会を代表いた しまして祝辞を

申し述べ ます ことを光栄に存 じます。

広 島の原子爆弾に驚か され ました私達は,終

戦処理 のさ中に 「原子力 の平和利用」が華々し

くアメ リカか ら宣伝 され,戸 惑 った ことを想 い

出します。原子力 とは?核 融合 とは一体何で

あろ うか?と い う素朴 な疑問にぶつかった こ

とを想い起 こします。それか ら,よ うや く10数

年が経 ったか と思いますが,わ が 国におきまし

て も数十万キロの大型原子力発電所が続 々と建

設 され,原 子力船の建造 も着手 されま したほか,

実験研究 用などの原子炉は続 々と開発建設 され

つつある現状 に目を見張 る次第で あります 。

承われば,日 本原子力学会 の創立の端緒 とな

ったのは,日 本学術会議 および関連30余 学協会

共催の 「原子力 シンポジウム」であ り,こ れら

関連 学協会における原子力に対す る深い関心す

なわ ち,未 来の原子力に対する洞察 と評価 の結

集に よって産学協 同に より必然的に誕生 した も

'の とのことであ ります
。 日本原子 力学会は,よ

く,産 業界 と関連学協会め開発研究に対す る協

力を結集 されて,今 日の偉大な成 果に貢献 され

ました ことに絶大 な敬意を表 します とともに心

か らお祝を申し述ぺます。

なお慾を申せぽ,今 日の偉大な成果の中には

欧米先進 国の模倣の域を出ない ものもあ るか と

存じ ます 。 日なお浅い 日本 にとりましては,こ

れは当然 とは存 じますが,今 後ますます精進 さ

れま して,先 進国を抜 く独 自の道を開拓され,

わが国は勿論,世 界人類幸福のため貢献され ま

す よ う,お 祈 りす る とともに私達学協 会も協力

いた したい と存 じます。(代 読 ・竹中副会長)
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1.ま え が き

わが国における原子力の平和利用が,研 究開発のベ

ル トに乗 って動 き始めてか ら,す でにユ0年余を経過 し

た。ベル トの動きは必ずしも一定ではなかった ようで

あるが,先 進国の研究の追試 技術導入の幼年期から,

ともか くひとり立ちの態勢を必要とする青春期を今 日

迎 えた ものといえよう。強大国の引 くコソ トロールの

糸が多少気にはかかるが,ベ ル トの回転は本調子に入

ったよ うである。本学会が2月15日 に創立10周 年を迎

えるに当って,わ が国における原子力研究開発の歩み

を総合的に振 り返ってみることも∫今後の前進のため

に少なからぬ意義をもつものであろ う。こ うした意図

のもとに創立10周 年記念特集(さ さやかすぎるが)と し

てこのテーマを選んだ次第である。

編集方針 としては,肩 のこらない読物 となることを

心掛けて,参 考文献などは思い切って削除 させていた

だいた。また,部 門によっては多少記事の重複する個

所 も見られ るが,境 界にまたがる分野では,こ れはや

むをえず,む しろ当然ともいえることであって,各 章

の執筆者の論旨を尊重 した。

非常に限られた誌面内で10年 余の経験や過程を網羅

することは,も とより不可能な ことであるが,広 く関

係分野を概観できる一助 となれば幸い と思 う。

(特集小委員長 東海大 黒 田 義 輝)

亜.原 子炉 の導入 と開発

わが国の原子炉開発の歴史は 国産研究炉(JRR-3)の

設計ならびに関連研究 と購 入 研 究 炉(JRR-1,JRR-2)

の建設で幕をあけた。すなわち,当 初,① ウォー ター

ボイラ型 研 究 炉(JRR-1,50kWt),②CP-5型 研 究炉

(JRR・2,10MWt)を 購入建設し,③ 天然U重 水減速研

究炉(JRR-3,ユOMWt)を できるだけ国産で建設する,

計画で開発が進められ,現 在では別表に示す炉が稼動

ないしは建設中に まで発展 した。

原子力開発を相当遅れて着手 したわが国としては,

まず研究開発 の主要な道具・研究炉を持ち,これらを用

いて原子力開発を推進するとともに,原 子炉建設を通

してそのシステム・エンジニヤ リソグを身につけ,つ い

で動力炉開発に進むこのステ ップをとることは当然の

ことであった。

1,研 究炉・試験炉

JRR-1の 原子炉部はアメリカ製であったが,JRR-2

では相当部分が三菱 グループで製作され,さ らにJRR

-3で は設計 ・製作・建設のほ とんどをわが国 で 行 うま

でになった。 これら研究炉の組立はわが国メーカーの

手で行われ,そ の上各種研究施設・建家 な どはほ とん

どわが国で設計・製作されたので,こ れらの 経 験は以

後の原子炉建設に非常に役立った。

JRR-3は わが国初の国産炉なので,そ の 設計 ・製作

3
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に当り,実 物大炉心ならびに燃料流動試験 燃料,制 御

棒お よび同駆動装置,燃料取扱いキャス クなど多 くの

開発試験や試作が行われた。

一方,炉 の建設や運転に際 して遭遇 した トラブル

(例 えぽJRR-2の 重水洩れ問題 とそ の修理,国 産燃料

製作の努力,あ るいはホットのハ ソ ドリソグ装 置 が経

験不足より一般的に遮蔽その他重装備になり操作や保

守の容易さが犠牲になって相当改修がなされ た な ど)

とその対策 あるいは改良の経験は非常に貴重なもの

であった。また,JRR-2(材 料試 験 も行 え る よ う10

MWtに なった)お よびJRR-3に おけるイソパ イルル

ープの経験はJMTRの それに資す るところ大で あ っ

た。

JRR-1は1957年S月 臨界に達 し,以 後順調 に稼 動

し照射,RI生 産あるいは技術者訓練など,そ の役割を

十分に果 してきたが,JRR-2は 熱交換器の洩れ,第1

次燃料の不完全問題等に労働問題 も加わ って,臨 界は

1960年10月,そ して定常利用運転は1963年10月 より開

始 され,そ の研究炉利用の面で相当な遅れを生 じた。

このほか相前後して舶用炉研究のためのJRR-4,京

大炉,日 立炉,東 芝炉などい くつかの研究炉が別表のと

別 表 わが国における原子炉一覧

原 子 炉

研 究 炉

JRR-1

JRR-2

近 畿 大 学 炉

立 教 大 学 炉

日 立 炉

東 芝 炉

JRR。3

武 蔵 工 大 炉

京 都 大 学 炉

JRR-4

JMTR

動 力 炉

JPDR

東 海 炉

敦 賀 炉

美 浜 一1

福 島一1

美 浜 一2

福 島一2

特 殊 貨 物 船

陣 界

1957。8.27

1960.10.1

1961.11。11

1961.12.9

1961。12.25

1962.3.13

1962.9.12

1963。1。30

1964.6.25

1965。1。28

1968。3.30

1963.8。22

1965。5.4

(1969)

(1970)

(1970)

(1972)

(1973)

(1971)

型 式

ウ ォ ー タ ー

ボ イ ラ

CP-5

ア ル ゴ ノ ー

ト

ト リ ガ 五

フ。 一 ノレ

フ。 一 ノレ

天 然U重 水

ト リ ガIII

フ。 一 ノレ

フ。 一 ノレ

タ ソ ク

BWR

改 良 コー ル
タ ホ ー ル

BWR

PWR

BWR

PWR

BWR

PWR

出 力

50kWt

10MWt

O.1Wt

100kWt

100kWt

100kWt

lOMWt

lOOkWt

lMWt

1-3MWt

50MWt

12.5MWe

165MWe

322MWe

340MWe
400MWe
(460)
500MWe

784MWe

36MWt

お り建設され原子力開発の一翼を担 った。

動力炉開発に重要な大型照射試験を行 う材料試験炉

(JMTR)が 産業界などより要望され,ユ960年 より日本

原子力研究所(以 下原研)で調査ならびに概念設計が行

われた。以後JMTR設 置論議 も出たが,結 局設置 と

決定 し,原 子力産業5グ ループの共同(と りま とめ 日

本原子力事業)で 設計 ・製作 ・建設がなされ,工 程 通 り

ユ968年3.月臨界に達 した。この間,燃 料熱除去,模擬i圧

力容器の応力測定ならびに解析,制 御装置関係 な ど数

多 くの開発試験や試作が行われた。不幸にしてプール

水洩れ問題が生 じ,そ の利用が遅れて い る が修理 後

1969年 初め稼動の予定で,今 後動力炉開発に大いに活

用されよう。

2.動 力 炉

動力炉の開発は次の2つ の流れで行われてきた。

(1)外 国ですでに開発された炉を導入 しその技術

を早 く修得 し,つ いで改良を加えてい く。

② 将来炉の開発を地道に進めていく。

(1)導 入動力炉

東海炉およびJPDRは 上述の線に沿 って導入され

たが,前 者は商用なのに対し,後 者は実験炉的性格で

あった。 しか しながら,導 入 とはいえ東海炉において

は,黒 鉛の組み方に耐震上独特の配慮をし,あ るいは

中空燃料を採用す るなど,ま たJPDRで は将来強制

循環への改造の配慮など最新技術を採 り入れ る考慮が

なされた。

東海炉は,輸入圧力容器材の欠陥,蒸 気発生器の振動

あるいはガス循環機室の火災などの トラ ブルが重 な

り,そ の経験は貴重ではあったが,発 電は大 きな遅れ

を来たす とともに,発 電費の上昇 も招 き,以 後本炉型

の評価はわが国では低 くな り,今 後建設され ることは

非常に後退した。

JPDRは,①BWRの 経験や特性を調べる以外,②燃料

を含む国産部品の特性ならびに耐久試験などを行い,

軽水炉の国産化に貢献することを目途に導入され,現

在技術者養成,国 産燃料の照射,炉 内計装機器の開発な

どが行われ,ま た臨界実験装置(TCA)で は試作燃料,

原子力船炉心試験等が実施されてきた。さらに一歩前

進 させて,強 制循環,出 力密度倍増(45kW/1)のJPDR

-E計 画が進められている。なお,圧 力容器内面 ス テ

ソレス鋼 クラッドにヘアクラックが起 りいろいろ検討

された。

一方,軽 水炉の評価が近来とみに上が り,各 電力会

社 とも軽水炉建設計画を持ち,す でに5基 が現在建設

中である。国内関係 メーカーはその国産化に力を注い

4
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でお り,近 い将来大部分を国産で まかなえるようにな

ろう。

原子力船の開発はすでに1956年 よ り議 題 に なった

が,本 格的には'63年8月 日本原子力船開発事 業 団 が

設立され,現 在'71年度完成予定で計画が進められてい

る。舶用炉は船体運動に対する加速度や船特有の負荷

特性(前 後進切換など)の条件などが課せ られ,炉 型は

PWRが 採用された。そして今まで に炉 心 構造,燃 料

集合体模型試験,振動下での熱 除 去試 験,JRR-4に お

ける遮蔽実験あるいはTCAに おける炉心実験などの

開発試験が行われた。

(2)将 来 炉

原子炉開発の初期より増殖炉が考慮され,U・Pu系

(高速増殖炉で記述)とU-Th系 の2つ がまず研究され

た。後者については,最 初水均質炉が燃料装荷量 と中

性子経済などの観点 より考慮され,ス ラリー流動試験

装置,あ るいは'61年 には臨界実験装置も完 成 したが,

その頃HRE-2に おける燃料溶液の不安定性が明らか

にな り,そ の研究の後退 とともに自然消滅の形になっ

た。

水均質炉の開発 と前後して'58年 半均質炉構想 が提

起され,臨 界実験装置やビスマスルー プ建 設,イ ソパ

イルループも含めて燃料や再処理など各分野の開発が

行われたが,そ れまで重点をおいていた ビスマス冷却

に対 して半均質炉評価委員会で否 定 的 評 価 を与えら

れ,そ の開発進行が渋滞 した。同系のDragon,AVR,

PeachB。ttomの 開発状況や,折 か ら核燃料資源問題

より天然U使 用が強調 された ことなどか ら,半 均質炉

に代わって'63年 重水減速炉が登場してきた。

原研はこの決定を受けて,ま ず冷却材選定のため重

水,沸 騰軽水,有機材,炭 酸 ガ スを各冷却材 と した300

MWeプ ラソ トの概念設計を原子力産業 グループに発

注 し,そ の結果,沸 騰軽水 と炭酸ガスを採 り上げた。

その直後,わ が国の動力炉開発について再検討す るこ

とになって諸 々の審議が重ね られ た が,'66年S月 原

子力委員会は重水減速沸騰軽水冷却炉を高速増殖炉 と

ともに開発することに決定 した。この た め動力炉 ・核

燃料開発事業団が設立され,こ こを中心に原型炉(165

MWe,Puセ ルフサステイニソグサイクル)を'74年 稼

動させることを目標に,本 炉型の開発が進め られ,現

在大型開発試験施設(臨 界実験装置,安 全試 験施 設,熱

ループ,コ ソポーネソ トテス トループ等)な どの建設や

各部の試作,開 発が行われている。

(動燃事業団 沢 井 定)

2.高 速 炉

(1)冷 却系の開発

液体金属回路の試作に よる熱伝達等の基礎研究は,

すでに'56年 度 より日立研究所において開始 された。

この装置は 日立製作所が'56年 度原子力平和利用研究

費補助金を受けて作った もので,NaKに よ るステ ン

レス鋼の静的腐食,純度管理,熱 伝達等の基礎研究を目

的としていた。同研究所ではその後実験を液体Naで

も行い,ま た電磁ポンプも試作 して高温Naに よる動

的腐食等の基礎研究を行なった。

一方,原 研においてはNa用 構造材料の開発を長期

計画として取 り上げ,'60年 度 より日立 との共同で高流

速腐食試験を発足させた。 この腐 食試 験ループでは

NaKお よびNaを 用い,最 高600。C,10m/secま で

多 くの試験が行われた。'62年 頃から原研内 にお い て

高速増殖炉開発の必要性が再 認 識 され,'63年 には腐

食試験ループを精製法試験ループに改造す ることが認

められ,同 年完成の後 コール ド・トラップ,ホ ット・ト

ラップおよび不純物計等の試験が行 わ れた。'64年 度

にはNa特 研建屋およびループ等 の設置が認められ,

'65年度 中・に建 屋,マ ザー・ループ,ド ー ター・ループが

相継いで完成され,各 種の信頼度の高いデー タが得ら

れた。 この建屋建設と並行 して原研か ら民 間各 社 に

Na用 計測器,防 災用具,各 種バルブ等が委託研究 とし

て出され,Na技 術の進歩に貢献 して来た。

民間各社においても,こ の頃か ら高速増殖炉の冷却

材についての研究が盛んにな り,原 子力平和利用研究

補助金等を受けて,Na用 機械式ポソプ(日 立),電 磁

ポンプ(三 菱原子力・東芝),Naル ープ(東 芝・三 菱 原

子力・富士電機),中 間熱交換器(三 菱原子力)お よび各

種のNaル ープ用計測装置,弁 類の開発が 行 わ れ,さ

らに小型蒸気発生器の設置(三 菱原子力)が予定されて

いる段階である。

(2)炉 設計お よび炉物理実験

高速増殖炉の設計研 究 と しては,'58年 までに電力

中央研究所において行われた。この設計研究は長期間

運転 しても反応度が下がらないよ う,転 換率をほぼ1

に保つ高速炉で,初 装荷燃料 として約10%の 濃縮Uを

使用しNaで 冷却するものであった。この設計研究は

その後,熱 中性子導入の効果,Puを 使 用 してブラソ

ケットの配置を変えた効果等の計算がされた。大学で

も,高 速増殖炉の安定性研究,U-Th系 高 速 中性子炉

の検討が された。'60年 代に入ってか ら大型電子 計 算

機の使用が比較的容易にな り,原 研を 主 として 各大

学,各 メーカーは鋭意その利用法を開発 し,その後の核
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・熱 ・構造設計等に大 きな便宜を与えることとなった。

高速中性子系の実験 としては,原 研において'58年

度ブラソケット指数実験装置を完成 していたが,速 中

性子 コソパー タ用濃 縮Uの 到着を待 って'61年7月 か

ら実験が開始された。この 実験はJRR・1の 熱中性子

柱を用いて行われ,速 中性子 コンバータとして濃縮U

2kg,ブ ラソケット材 として天然U2.3t.を 用い,放 射

化法,原 子核乾 板 法,フ ィッシ ョソ・チ ェソバ法によっ

て諸種のデータが求められた。この実験は一応 の成果

が得 られたので'61年 度で打ち切られた。 この頃か ら

原研では7～8年 後に高速実験炉を建設することに目

標をお き,'63年 か ら高速増殖 炉の炉物 理的研究を行

うための高速臨界装置を建設する準備を始 めた。この

臨界実験装置は'63年 度末 その建設について民間企業

と契約を行 い,'64年 度安全評価の作業を終了 し,'65

年9月 設置許可,'67年4月29日 臨 界に達 した。この

高速臨界実験装置は水平2分 割型 と呼ばれるもので,

初期燃料は20%濃 縮Uの 金属薄板をプラスティック被

覆した もので,濃 縮度希釈用の天然U薄 板,冷 却材模

擬用のステンレス鋼被覆Na,Al板,構 造材模擬用 のス

テンレス鋼板などが準備されている。 この装置では理

論と実験 との比較ができ,将 来はPu燃 料を装荷 して

臨界実験を行 うことが計画されている。

この建設 と並行 し て原研 では,高 速 実 験炉(100

MWt)お よび高速実用炉(1,000MWe)の 設 計を進め,

国内の設計技術を育て,開 発上の問題点を抽出す るに

資する所が多かった。一方,日 立中研は'65年 度 より指

数実験を行なってお り,東 京大学では小出力の高速中

性子源炉を建設することを決め,'68年 度 に 予算 を計

上 して設置許可を受けた。 この中性子源炉は高濃縮金

属Uを 使用する熱出力最大2kWの 空冷式高速炉で,

原研東海研究所内に建設され るはずである。

(3)大 型炉の開発体制

原子力委員会は'61年2月 原子力開発利用長 期 計画

を立てて施策の規準 として来たが,高 速炉研究の内外

の進展 とその将来性を考え,'64年2月 高 速 増殖炉に

関す る懇談会を設けて開発の基本方針策定のため検討

を行なって来た。'64年9月 第3回 原子力 平 和利用国

際会議で明 らかにされた各国の意欲をも考慮し,同 年

10月動力炉開発懇談会を発足せしめて日本におけ る開

発の具体策について意見を求めた。各委員とも高速増

殖炉の開発を推進すべきことに意 見が ま とま り,'65

年7月 動力炉開発懇談会に2つ の ワーキング・グルー

プ(新 型転換炉および高速増殖炉)を 設けてさらに検討

を続けることとした。この2つ のワーキソグ・グルー

プは'66年 初め相次いで懇談会に報告書を提 出 し,原

子力委員会は3月,'67年 度を目途に特殊法 人 を新 設

してここに開発の責任を集中すること,お よび5月 に

「動力炉開発の基本方針について」を内定 し,新 型転換

炉および高速増殖炉を国のプロジェクトとして推進す

るために,動 力炉開発臨時推進本部を設置することを

内定した。この案は衆議院科学技術振興対策特別委員

会の動力炉開発に関する小委員会報告で支持され,ま

た原子力産業会議等民間各界からも支持されて同年6

月決定され,高 速増殖炉分科会を発足 させて,開 発に

必要な項 目ならびに'67年 度にとりかかるべ き項 目,資

金計画等を審議 し,可 及的速かに推進本部に答 申す る

ことになった。この答 申 を まって推進本部は9 .月,
'67年 度の開発計画を立てて原子力委員会に報告した

。

1967年3月,原 子力委員会は'67年 度原子 力 開発利

用基本計画を立て,高 速増殖炉および新型転i換炉の開

発については,新特殊法人「動力炉 ・核燃料開発事業団」

(以下動燃事業団)が,原 研,民 間等関係諸機 関 の'協力

を得て開発を行 うこととした。さらに,動 燃事業団の

動力炉開発業務に関する基本方針および第1次 基本計

画を決定し,高速増殖炉に関 してはPu混 合酸化物系燃

料を用いるNa冷 却型高速増殖炉を開発することを 目

標 とし,実験炉 としては熱出力約10万kW程 度のものを
'72年 度頃

,原 型炉 としては電 気 出力20万 ～30万kW

程度のものを'76年 度頃臨界に至らせることを想定 し,

原研,大 学,国 公立試験研究機関,民 間企業等の 協力 を

確保するみちを講 じ,動 燃事業団を中核 とする一元的

責任体制のもとに研究・開発を行 うことになった。

動燃事業団は現在,高 速実験炉について,こ れ まで

原研で行なって来た設計研究を基 として各界の協力の

もとに第3次 概念設計を行なってお り,原 型炉 につい

ては'69年1月 末予備設計を終 り'69年度か ら第1次 概

念設計を行お うとしている段階である。関連研究施設

としては,原 研に既設の装置のほかに,新 たに α一γケ

ーフ・システム
,2MWNaル ープ試験シス テ ム,小型

機器材料試験システム,炉構造大型機器試験装置,蒸気

発生器等 の施設を作 ってい く予定である。

(4)海 外 協 力

研究員もしくは調査団の海外派遣はしばしば行われ

て来たが,'65年12.月,原 研はイギ リス原子力公社 との

間で高速炉研究開発に関する情報交換 と協力のための

協定を締結 した。また,'66年S月 電力中央研究所はア

メリカのAPDA(原 子力発電開発協会)と の間に,高

速炉およびPuの 研究開発に関す る協力計画の一般的

事項にっいて合意に達 し,電 力中央研究所では この国

一6



Vo1.11,No.2(1969) わが国原子力研究10年 の歩み 65

際協力計画のために日本 フェル ミ炉委員会を設置して

日本側窓 口としている。

また動燃事業団は,'68年2月12日 フランス原子力

公社(CEA)と の間に協 定 を結 び,液 体金属冷却高速

炉に関する一般的な情報交換および協力を進めること

と し た 。

1。 前 期 の5年

(動燃事業団 三 木 良 平)

皿.炉 物 理

本誌6巻8号(1964年)に 「炉物理研究5年 の歩み」を

書いた。それは原研の高橋 博氏の協力を得た もので

8ペ ージに及び,そ のうち論文 リス トが4ペ ージを占

めた。 リス トには総説・資料・委員会報告14件 を含めて

135件 の論文が記され てい る。その記事の主な読者対

象は炉物理研究者自身を考えていたので,内 容はかな

り自省的なものであ り,今 回の企画 とはやや性格を異

にしている。

前期「5年 の歩み」では,第1に 炉物理研究者の層の

厚みの問題にふれ,今 後の発展のためには研究者層を

厚 くする努力をしなければならないと述べた。

つぎに,炉 物理研究を3つ の典型に分類 し,① 基礎

的研究,② プロジェク トの一翼をなす研究(契 約研究)

および③炉心概念設計を考えた。 とくに基 礎研 究 に

ついては,当 面の実用価値に思いわず らって研究のホ

コ先を自ら丸めるよ うな甘さがあってはならないと述

べた。

そのあと各論 として,炉 物理の各分野について研究

成果を簡単に紹介したのであるが,既 発表の論文はほ

とんど理論ないし計算に関するものであって,そ の理

由としては実験研究には準備に時日を要するからだと

説明した。このことは全 く予想 どお りであって後期5

年には多 くの実験研究が行われて成果が発表されてい

る。

2.研 究連絡組織の充実

「5年 の歩み」以後の炉物理研究活動を振 りかえって

みるとき気のつ くことは,研 究のための横の組織 あ

るいは研究連絡組織が大いに充実して来 た こ とで あ

る。それ らのほとんどが本学会の専門委員会の形をと

っている。

たとえば,原 子炉設計にとって核反応データの実測 ・

収集・整理 ・評価は重要で不可欠の仕事であるが,こ の

核物理 と炉物理をつなぐ分野にシグマ専門委員会が生

まれた(1963)。 この組織は海外の国際組織 とも手を結

んで着実に活動しており(本誌に定期的に活動報 告 を

出 している),と くにその世話役の方 々の地味な努 力

には感謝のほかはない。

また,炉 中性子に関 しては炉中性子研究専門委員会

が生 まれ(1967),と くに基礎研究の交流の場 として育

ちつつあ る。この委員会は「炉中性子研究」と名づける

研究速報をすでに20号 近 く出して来たが,こ こにも研

究を深めるために苦労をいとわぬ人 々がいる。

そのほかにも炉物理のいろいろな分野で,ま た炉物

理に関連のある分野で,炉 物理研究特別専門委員会を

は じめ多 くの研究組織が生まれて来たが,紙 数の制限

もあってここでは名称などを列記するに とどめ,詳 細

はそれぞれの委員会報告にゆず りたい。

(専 門 委 員 会)(期 間,年/月)(活 動 報 告,巻 号 年)

計 算 コー ド'60/8～'63/7「 原 子 力 計 算 コ ー ド

開 発 の現 状」('62/12)

原 子 力 コ ー ド特 別

臨界実験

炉物理実験研究

炉解析研究

炉物理研究特別

炉中性子研究

炉雑音解析研究

'65/6～

'61/5～,63/3
5〔12〕1963

「原 子 炉 物 理 実 験 」('68/8増 刷)

'63/6～'65/37〔6〕1965

'65/4～'67/3

'67/4～

'67/4～ 「炉 中 性 子 研 究 」(毎 月)

'63/6～'67/37〔7〕1965;9〔8〕1967

原 子 炉 動 特 性 測 定 解 析 研 究

'67/4～'69/3

シ グ マ'63/4～'65/37〔5〕1965

シ グ マ特 別'65/6～9〔10〕1967

原 子 力 直 接 発 電 研 究'63/10～'66/88〔1,3〕1966

高 速 炉 研 究'64/10～'66/9

高 速 炉 技 術 研 究'66/10～'68/910〔11〕1967;

成 果 報 告 書('68/11)

高 速 増 殖 炉 研 究'68/10～

高 速 炉Na技 術 特 別'68/8～

原 子 力MHD発 電 研 究 、'65/4～'69/3

パ ル ス 中 性 子 炉 研 究'66/4～'68/3

パ ル ス 中 性 子 炉 設 計 研 究'68/4～

パ イ ル ドシ メ ト リ研 究'66/10～'68/9

照 射 計 測 研 究'68/10～

昨1968年 春,学 会 に 炉 物 理 連 絡 会 が組 織 さ れ た(初

代 当番 校 京 大 炉(熊 取))。 そ して 連 絡 会 報 「炉 物 理 の研

究 」を 出 し は じめ た 。 か つ て 原 研 の炉 物 理 談 話 会 が に

な っ て い た 役 割 を も っ と広 い基 盤 で 考 え る こ とが で き

る よ うに な った の も1つ の進 歩 で あ るが,会 員 数 は ま

だ 約140名 で あ り,原 子 炉 物 理 が 原 子 力 工 学 の 基 礎 で

あ る こ とを 考 え る と,ま だ まだ 層 の 厚 さ は 不 十 分 で あ

る とい わ ね ば な らな い 。
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これら各種の研究連絡組織が研究者層の実質的な厚

みを増す上に少なか らぬ役割を果 して い る と思 われ

る。もちろん委員会によっては理想に遠いものもあろ

うし,ま たち ょっと油断すると組織はす ぐ老化してし

まうものであるか ら,今 後の努力はいわず もがなのこ

とであり,ま た学会誌上に活動報告を積極的に出 して

いただきたい。新しい炉物理連絡会を どのように発展

させ定着させるかも1つ の大切な課題であろ う。

上述の学会の組織のほかにも,た とえば物性関係の

研究者 との交流の場 として原研に中性子非弾性散乱研

究会があ り,京 大炉にも各種の研究委員会がある。

炉雑音の研究では,昨1968年9月 日本学術振興会の

援助をえて日米合同セ ミナーを開 くことがで きた こと

も報告しておきたい。

3.研 究活動の概観

(1)核 物 理

原子炉設計に要求 される核反応の情報を得るための

核物理研究の状況はシグマ特別専門委員会によって掌

握されてい る。研究は原研およびい くつかの大学で行

われてお り,と くに原研ではバソデグ ラフを用 いて

keVお よびMeV域 を,リ ニアックを用いてeVお

よびkeV域 を,ま た炉中性子を用 いて冷中性子お よ

びeV域 での全断面積その他の測定を進めて来た。

けれ ども必要な核データはまだほ とんど海外の成果

に依存しているのが原子炉開発の現状である。

(2)炉 定 数

核反応データはそのままの形ではな く炉定数の形に

まとめられた上で炉設計などに使用される。それは,

計算機の非常な発展にもかかわらず中性子輸送方程式

を相当に近似 した形にしなければ数値計算ができない

ためであって,計 算機用近似計算法(コ ー ド)の改良発

展 と対応して適切な炉定数の作成が要請 され る。この

方面の作業はシグマ特別専門委員会の炉定数グループ

において推進されている。

(3)中 性子輸送

媒質中の中性子の移動は,輸 送あるいは減速,熱 化,

拡散 と呼ばれ,そ の取扱いは炉物理の基本の1つ であ

る。かっては解析的処理によって中性子輸送の特長を

論ずる研究 もあったが,近 年は計算機に適合 した近似

計算法 とその応用が多い。したがって,利 用 しうる計

算機の性能に応 じ,ま たその性能の向上に応 じて,各

方面で種 々の方法が研究されている。また放射線遮蔽

の基礎研究は中性子輸送理論の研究と共通す る面をも

っている。

輸送方程式の固有値問題 といった基礎的研究では,

最近京大などで研究が進められている。

一方 ,動 力炉開発が経済性追求 の毅 階 に入 った結

果,格 子設計などには高い精度が要求され るよ うにな

り,衝 突確率法では とくに原研,NAIG(日 本原子力事

業)な どの研究が 目立つ。

(4)熱 中性子散乱

熱中性子炉にあっては熱 中性子スペク トルの知識が

重要であるが,熱 中性子の散乱には媒質分子の構造が

影響するので,熱 中性子化は1つ の特長ある研究分野

をなしている。この方面の研究は,原 研,阪 大,東 工大,

メーカー研究所などで行われ,シ グマ特別専門委員会

に熱化グループが存在する。

(5)共 鳴吸収

熱中性子炉および大型高速炉で中性子スペ クトルの

比較的軟かい炉では中性子の共鳴吸収が重要である。

共鳴吸収はかつては理想化されたモデルについて比較

的きれいな形に表式をまとめることができたのである

が,計 算の精度が要求 されるようになるとその近似方

法が難しい。 この問 題 は原研,メ ーカー研究所,東 工

大,京 大な どで主 として研究されている。

(6)核 設計研究

原子炉が輸入されている間は本格的研究はないが,

自主開発に伴 ってこの分野 の重要性は増して くる。新

型転換炉に関する原研,メ ーカーの研 究,高 速増殖炉

実験炉に対する原研,メ ーカーの研究のほかに,高速炉

では東大や京大,Th炉 では東工 大 の研 究 な どが あ

る。

(7)計 算コ・-L・ド

すでに述べたよ うに,最 近の理論計算は事実上 もっ

ぱ ら計算機によるので,数 値計算法の研究は計算コー

ドの開発の形を とる。既述の炉定数や 中性 子拡散・散

乱などのほか,中 性子スペク トル,ク ラス タ状燃料の核

特性,動 特性解析,燃 焼計算等々すべてコー ド開発が必

要になる。したがって,各 種のコー ド開発が行われる

結果になるが,原 研の場合を別にして,メ ーカーで開

発されるものは重要なものほど財産視され るのでその

公開の方法には工夫が必要であろ う。

(8)臨 界実験解析

この10年 間に原研をは じめ各所に臨界装置ないし臨

界未満装置が設置された。それ らによる各種の実験と

その解析が少なか らず公刊 されている。

臨界装置では,熱 中性子系ではAHCF,SHE,TCA,

JMTRC(以 上原研),OCF(日 立),NCA(NAIG),住 友

CAが あ り,後 者の3つ とTCAは いずれ も軽水炉用

である。高速中性子系では原研のFCAが1967年4月

8
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初回臨界に達 した。

(9)パ ルス中性子,中 性子波伝播

パルス中性子を打込むことによって,非 増倍系ない

し臨界未満系の核特性を調べる方法もす で に定 着 し

て,原 研,阪 大,東 工大などで研究 されている。この方

法は中性子の減速拡散の研究にとくに適 している。

媒質中の中性子波伝播の問題は新 しい分野であ り,

阪大,京 大炉,東 北大などで先駆 的研 究 が 始まって い

る。この分野では理論上の中性子波と実験上のものと

の対応関係などに検討すべ き問題が残 されている。

(10)中 性子のゆらぎ

この分野 のうち,炉 雑音すなわち中性子密度の変動

の研究は,原 研,京大炉,東 海大,NAIG,日 立な どで行

われてお り,零 出力炉から次第に高出力炉の方に研究

の焦点が移 りっっある。一方,Rossi一 α法に代表 され

るよ うな中性子検出カウン トの相関とその分析につい

ては,原 研,京 大,東工大,阪 大な どで研究が進 め られ

ている。

炉雑音解析のためのNAIGの2検 出器法の着想は

注 目されている。

(11)中 性子測定法

炉物理の実験的研究はすべて中性子の測定に依存し

ていることはい うまで もない。精度の高い実験をする

には測定法の開発ないし測定方法の吟味検討が重要で

ある。 このことは よく知 られているに もかかわ らず,

その研究を着実に進めることは容易でない。原研や東

工大,京 大炉などでい くつかの論文が公刊されて い る

ほかあま り見当らないのもそのような事情を反映 して

いると思われる。

最近では3Heに よる高速中性子測定につい て 武蔵

工大や 日立などで研究中と伝えられ るが,こ れに限ら

ず,測 定法に関しては根気よい研究を進めて成果を公

刊するところまでぜひ頑張ってもらいたいし,ま たこ

の種の地味な努力に敬意を払いたいものである。

(12)動 力炉解析など

運転 している実験炉や動力炉の炉心特性解析 もまた

炉物理の重要な1分 野 と考 えられ る。これまで動力炉

に関してはJPDRに 関する原研 の研究,東 海発電炉に

関する原電および原研の研究がある。

そのほかPuの 熱中性子炉利用を目ざす原研や動燃

事業団の研究,ま た燃料交換法についての原研などの

研究がある。

以上 きわめて簡単な紹介にとどまり,各 分野で活躍

中の研究者諸氏にとっては相当に不満なものになった

ことをおそれる。 しか しながら,こ のよ うな10周 年記

念企画にたよらないで今後は,炉 物理研究者が自発的

に定期的に研究成果の総合報告を学会誌上にまとめる

習慣をつけるよ うにしたいものである。

4.今 後 の 課 題

今回の10年 の歩みの執筆に当っては研究機関の多 く

から参考資料を送 っていただいた。すでに述べた よう

に紙数制限のゆえにそれ らを十分活用で きなかったの

は申訳な く思っている。

その中で気付いたことの1っ として,原 研の場合,

前期「5年 の歩み」以後に公刊され た 論 文(総 説解 説・

装置の紹介な どを含まず)の 数 が炉 物 理 関係で266件

(核物理関係56件,遮 蔽関係19件 を含む)で あ る。 この

うち所内報告JAERJ-memoが74件 含まれていたので

それを差 し引けば,約200件 弱 となる。もとよ り研 究

の成果は論文の数のみで論 じうる性格のものではない

が,原 研以外か ら送られた資料から対応す る件数を数

えると100件 にみたず,連 絡のなかった研 究機関を含

めても原研の数字には達しないだろうと思 う。

現在主な大学には原子核工学ないし原子力工学の教

室があるが,そ れぞれが広範な原子力分野に対して手

広 く構えた組織であるため,炉 物理をと り出してみる

と,こ れ まで の原研に匹敵するような厚みのある布陣

がとれない事情にあるのではなかろ うか。近年原研は

その性格づけをめぐって流動 しているが,今 後か りに

原研が炉物理研究の中核的地位から自ら引き下がるよ

うな事態になれば,そ れに とって代わる組織を育てる

ことは容易なことではない と思われる。

これまで メーカー研究所では炉物理 の基礎研究に相

当の働 きをして来た。けれ ども最近輸入炉の国産化が

進み,ま たナシ ョナル・プロジ ェク トの動力炉 開発 が

本格化するにつれて,要 員の必要から次第に基礎研究

面か ら人材が引き上げられてゆ く気配がみえる。

現在では,国 家機関か民間企業かを問わず1つ の大

きなプロジェク トには多 くの資金 と時 間と技術者 ・研

究者が固定 される。そこでは基礎的研究までが企画さ

れ計画化され る。 ところがわが国の場合にはプロジェ

クトは一般にせっかちであ り,か っ先進国の後を追 う

性格をもつため,基 礎研究面は海外の成果に依存す る

傾向が強 く,国 内の基礎研究は重視されず,場 合によ

ってはかえって疎外されるように見える。

わが国の原子力開発が先進国の水準に達 し,さ らに

独 自の開発を行 う時代までは,わ が国の炉物理研究を

推進する刺激 をプロジェクトに求めることには無理が

あるのかも知れない。その意味で学会の研究組織のも

つ意義はとくに大 きいと思われる。
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終 りに,草 稿を読んで適切 な助言を下さった東工大

の古橋 晃氏に感謝する。

(電源開発 大 塚 益比古)

w.遮 蔽

放射線遮蔽 とい う分野は この分野外をやっている人

人にはどのようなものかはつかみにくいもののようで

ある。われわれは原子力研究の中に放射線遮蔽 とい う

独立の分野があると主張し,先 進諸国に劣 らない研究

成果をあげるべ く努力して来た。以下 これらの過去10

年の歩みをふ り返ってみ よう。

1.10年 前の状況

他の原子力の各分野 と同様,わ が国のこの方面の研

究成果は皆無に等 しかった。研究設備,研 究 者 も同様

皆無に等 しかった。1956～7年 頃原研にて石川 らが行

なったJRR-3(国 産1号 炉)の遮蔽計算にも,用 いられ

たデータは全部外国のものであ り,計 算機も電動式机

上計算機であった。

2.放 射性同位元素を用いた γ 線の物質透 過

および散乱の実験

大 きな実験施設,大 型計算機がなかったた め に 当初

の研究は γ線源を用いて行われた。現在 までに行われ

た主な研究は,平 板多重層透過 γ線のビル ドア ップ係

数の測定,透 過 γ線のスペ ク トルの測定,体 積線源近傍

のγ線線量の測定およびビル ドア ップ係 数 の測定,鋼

管壁のビル ドアップ係数の測定,後 方 散乱 γ線のアル

ベ ド,散乱 γ線スペク トルの測定などで あ る。 これ ら

の研究は大部分は終了したとはいえ,現 在 もなお引 き

続き実施 されているものもある。

3.原 子力船の計画が遮蔽研究に与えた影響

原子力第1船 の建造計画の発足 と共に,原 子炉遮蔽

が建造費に及ぼす影響の大 きいことが判明 した。 日本

原子力船研究協会に原子力各系列会社,造船会社 等 の

研究者が集 まり,運 輸技術研究所,原 研 の協力を得て

資料および計算 コー ドの収集お よび開発を行い,ま た

遮蔽研究に欠 くことので きないスイミングプール型原

子炉の計画をたて,後 にこれはJRR・4と して 原研に

設置された。

4.中 性子および γ線の物質透過の計算

今まで多数の計算コー ドが個 々の場合を対象に作ら

れた。その うち注目され る理論 計 算 を2,3あ げる。

原子炉遮蔽計算を対象 として,中 性子の物質透過を計

算する除去拡散 コー ドを主 体とするRACが 作 られ

た。この コー ドは ユ次 γ線,2次 γ線の透過,遮 蔽体中

の温度分布 と熱応力の計算 も可能である。

中性子とγ線の壁状物質の透過に対して,Boltzmann

輸送方程式をDiscreteOrdinate法 で数値解 を求める

コー ドが開発され,良 好な結果が得 られた。

InvariantImbedding法 がγ線の物質透過および後

方散乱 の問題に応用されて良好な結果が得 られた。

5.研 究用原子炉による実験

原研を初めとする2,3の 研究機関に研究!用原子 炉

が設置され るに及び,原 子炉を用いた遮蔽研究が積極

的に開始された。

JRR-4の プール中に原子力船1次 遮蔽体 のモ ックア

ップをおき,多 重層中の中性子および γ線の 分布の測

定,お よび クー リングダクトの中性子および γ線のス

トリー ミングおよび付近の線量分布が測定 された。 こ

れ らの測定値は計算値と比較され,計 算 コー ドの有用

性の確認がなされた。

他の原子炉においても,中 性子の物質透過,ダ ク ト

ス トリー ミソグなどの研究が行われ良好な結果が得 ら

れた。

6,そ の他の中性子透過実験

原子炉中性子以外にも中性子源が種々あるが,こ れ

らを用いた中性子透過実験は比較的少ない。最近電子

リニヤ ックで発生する中性子の物質透過実験が行われ

た。

7.ダ ク トス トリー ミング

ダクトス トリー ミソグに関しても理 論 的,実験的な

研究が最近数年間積極的に行われた。金属ダク トのア

ルベ ド成分の決定,LineofSight法 に よる計算結果

と実験デー タとの対比,オ フセ ットダク ト中の中性子

のス トリー ミソグなどの研究が行われた。

8.本 学会における活動

本学会の創立当初は,年 会および研究発表の分野に

遮蔽 とい う分野はなかった。当初はおそらく放射線物

理あた りに出していたのではないかと思 う。その後,

この分野の重要性 も認められ,研 究者も勝手に自分で

遮蔽 とい う分野を書いて応募した りするに 至 り'63年

頃より1分 野 と認められるようになった。その頃より

研究者の間に急速な研究者間の連絡組織づ くりの話が

高まり「遮蔽研究専門委員会」を持りべ きであるとの結

論が出てその実現に努力した。幸いにして当時の企画

委員会は,わ れわれの,自 からの研究分野を興す こと

の努力を認められ,'64年 研究専門委員会 として 出発

した。この専門委員会は現 在 も「遮蔽実験研究専門委

員会」として活動を続けている。

(京大 兵 藤 和 典)
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v.計 測 ・制 御

原子炉の計装,放 射線計測,動特性,制 御の分 野 の研

究開発について,こ の10年 を振 り返 ってみる。なお,

放射線計測は,炉 物理,保 健物理,遮 蔽などの分野に関

連 しているので,本 章では炉工学的な見地か ら検出器

およびその周辺について述べ る。

1.原 子炉計装

わが国における炉計装開発研究がその端緒を開いた

のは,JRR-3の 設計が始 まってか らで あるといえる。

その後,民 間での原子炉,臨 界実験装 置 な どの自主開

発が軌道に乗 り(1960),中 性子計装を中心とする研究

炉の計装が実用化の第一歩 を踏み出した。当時,計 測

回路は真空管式であったが,間 もな く回路の半導体化

の研究がメーカーお よび 原研 にお い て盛 ん とな り

(1961),'65年 頃には一応の成 果 が得 られ るに至 っ

た。引き続 き半導体回路による計装の性能向上に努力

が払われ,高 信頼度のものが得られるようになった。

一方 ,動 力炉の計装 も'65年 頃か ら手が付 け られ,今

日ある程度の成果を得ている。

中性子検出器は,'60年 に γ線補償形電離箱 がす で

に試作され,ま た核分裂計数管についても研究が行わ

れている。中性子計装 回路には,直 流増幅器,対 数周

期計,線 形増幅器,線 形計数率計,対 数計数率計 な どが

あるが,こ れ らはすべで当初JRR-3用 に真空管 式な

ものとして開発された。 しか し,民 間原子炉では一部

トランジス タ式が開発をみた。その後,材 料試験炉を

目標 として全半導体化の研究が原研 で 推 進される一

方,メ ーカー(東芝,神 戸工業など)で も同様な開発研究

が行われた。特に微小直流の安定な増幅器の開発が,

電界効果型 トラソジスタの出現に より急速に進み,実

用に供せ られるに至った点が記憶に新 しい。

動力炉の炉内計装は,比 較的最近にな ってインコア

・チェソバが東芝 ,ボ イドメータが日立,原研で主 とし

て研究に着手 され,JPDRで の性能試験を終えている。

また,セ ルフ・パ ワー ド中性子検出器 の開発 も行われ

た。

原子炉用特殊計装としては,過 渡時の反応度変化を

指示する反応度計,ペ リオ ドメータの変 形 などの開発

が'62年 頃より始められた。最近になって,炉 雑 音の

特性を利用した原子炉停止反応度 計,原 子 炉安全性モ

ニタの開発が進められた。また,危 険故障を極端に小

さ くする方式 として動的論理回路を用いた原子炉の安

全系が研究され実用化の段階に至っている。

破損燃料検出装置は,JRR-3,JPDRな どの 原子 炉

について,そ れぞれ特長ある方式が開発されてい る。

また,特 殊な研究 として,HTRの パルス運転用に開

発された計測系をあげることができる。

2.放 射線計測

初期は先進国の技術を取 り入れることが主であった

が,'60年 頃から海外にやや遅れて 原研,東 芝などで表

面障壁形,PN接 合形の半導体検出器の研究が始 め ら

れた。その後研究は各所で行われるようにな り,α 線

のみな らず中性子 線用 検 出器 も開発された。また,

6Liサ ソ ドイッチ形中性子スペ ク トロメータなどの製

作も行われた。最近になって上記の研究グループの手

によって,6Liド リフ トGe検 出器の開発が行われ,

すでに実用化されている。

シンチ レータにっいては,Nalシ ソチレータなどが

初期の頃からすでに商品化されていたが,さ らに特殊

用途として大形のもの,中 性子用などが開発 された。

放射線モニタは,メ ー カー の手 に より年 々改良さ

れ,特 に半導体化 してか らはます ます 小 形 軽量 とな

り,α モニタを除いてはほぼ完成しかつ標準化されて

いる。

ガラス線量計は'60年 頃より研究が始 まり,すでに完

成 し製品化されている。放射線検出器 としてはこのほ

かに電流電離箱や各種の計数管があるが,特 記すべ き

研究はない。

放射線計測用電子回路 としては,当 初256チ ャンネ

ルなどの多重波高分析器の開発が行われたが,真 空管

式のもので性能のよいものは得 られ な かった。 しか

し,電 子工学の進歩 とともに性能のよいものが得 られ

るよ うになった。また時間分析器の開発 も行われた。

3.原 子炉動特性

動特性の理論的解析,模 擬iの段階を経て初 期の実験

的研究は,'59年 頃よりJRR-1を 通 して原研,大 学,メ ー

カーに より行われた。零出力お よび高出力における炉

雑音解析がバン ドパス・フィル タ技術 または相関法を

用いて実施された。また同時に周波数応答法による伝

達関数が測定された。炉 雑 音解析法 は,JRR-2で 踏

襲 された後'61,'62年 に至ってHTR,TTR,JRR-3の 運

転開始に伴い新たな研究段階に入 った。炉雑音のパワ

ースペク トル密度からの臨 界未満反応度の推定
,炉出

力絶対値の測定,中 性子系への応用などについて成 果

が続いた。一方,'62年 頃か ら原研 を中心として進めら

れたバイナ リー・ノイズ法 も,M系 列型信号の 開発 に

伴いJRR-3の 低出力お よび高出力伝達関数測定に用い

られて良好な結果を得た。一方,パ ワースペク トル密

度測定に際してバ ックグラウソ ド・ノイズ を除去す る
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有力な道具 として,2検 出器法がNAIGに おいて開

発された(1965)。KUR,JPDRの 完成 とともに高出力

炉における雑音解析が行われた。一方,周 波数応答法

もJRR-2,JRR-3,JpDRに 適用されたが,特 にJPDR

では油圧サーボ機構によって制御棒を振動 させるパ イ

ルオ ッシレー タ方式が採用された。

炉雑音解析の理論的研究は,電 源開発,原 研 を中心に
'64年頃よ り種々なアプローチにより始められ

,零 出力

モデルについては一応完成 したといえる。温度フ ィー

ドバ ックをもつ高出力炉雑音モデルについても,京 大

炉で行われた研究に続いて原研か ら新たな成果が得 ら

れた(1968)。 同様にBWRの 炉雑音モデル もNAIGか

ら提出された(1968)。 また,Kalmanフ ィル タによる

最適推定に基 く臨界未満反応度推定法 が 提 出 され た

(阪大,1968)。

動力炉動特性の研究 は,ガ ス炉,BWR,PWRな ど

の炉型について各所で行 われ たが,特 にBWRに つ

いては沸騰現象のメカニズムの記述を含 め て'58年 頃

より解析が進められ,'61年 頃 原研,日 立 な どで一応

の成果が得 られた。一方,大 振幅の動特性の解析は,

京大工研,日 立 な どで初期はアナログ計算機,後 期は

デ ィジタル計算機を用いて実施 された。ガス炉につい

ては,温 度係数が正の場合 の解 析,制 御の安定性,Xe

振動圧などが原研,電 試などで研究 され た。動力炉の

安定性の研究については,古 典的な方 法 以 外にLia-

pun。vの 第2の 方法に よるものも提出された(北 大)。

空間依存動特性の研究は,ま ず ガス炉,軽 水 炉 な ど

についてのXe振 動の解析から開始 された(1959)。 こ

の方面の研究は最近では,重 水炉について検討が行わ

れてお り,安 定条件の導出,過渡時の出力変化 の計 算

など,ほ ぼまとまった結果が得 られている。一方,反

射体付炉,結 合炉,多 領域炉について空間依存動特性の

研究が,モ ード展開法またはノー ド展開法さらに炉雑

音解析の手法をもとに京大,日 立,東 工大,原 研 などで

始められて現在に及んでいる。 これに伴って計算コー

ドの開発 も行われた。理論的解析に対応 して,SHE臨

界集合体にっいて周波数応答法による空間依存性の検

証が実施 された(京 大)。一方,高 出力におけ るJPDR

の低周波領域の空間依存性が,前 述の周波数応答法に

よ り示 された。

4e原 子炉の制御

原子炉を持たない初期の時代には原子炉動特性を模

擬 したシ ュミレータを用いて制御系の設計を行 うか,

あるいは試作制御装置の特性を調べるかなどの研究が

主で.中 性子レベル とかペ リオ ドを一定に保つな どの

制御に限られた ものであった。国産原子炉が計画され

実際に製作される毅階に至って初めて地に足のついた

開発が進み,'61～'62年 頃には研究炉に関す る限 り技

術的にほぼ問題のない状態になった。'62年 頃 より計

算機制御の原子炉へ の応 用 研 究が開始 され,こ れに

Xe毒 作用の最小化などの最適制御の開発が続いた。

さらに最近に至って中性子束分布の最適制御 など,分

布パ ラメータ系 しての取扱いが研究の対象となってき

ている。

初期の古典的制御技術 の段 階 で は,JRR-3,HTR,

TTRな どにおけ る制御棒駆動装置,出 力 自動制御系,

制御 リレー回路などの開発が成果 としてあげ られる。

計算機制御の原子炉への応用 としては,ま ずTTR

について単能デ ィジタル計算機による自動起動実験が

行われた。続いて同 じ炉について汎用計算機によ り,

起動前および停止時点検を含めた運転の自動化の研究

が進められ,'66年 には国際的 にみ て トップ レベルの

成果を収めた。また,自 動起動を中心とした同種の研

究が,HTRお よびJRR-1に よっても行 われた。こ

の間,実 験は一部 しか行われていないが,JPDRな ど

の動力炉の計算機制御の構想 として興 味 あ る ものが

1,2散 見された。

現代制御理論に もとず く最適制御の適用 としては,

まずXe毒 作用に対する最適炉停止法についての研究

が電試において開始され,'63年 から現在 に かけて原

研,東 大,京 大において活発 に行 わ れ ている。 この間

JRR-2に よる実験 も試みられた。一方,最 短時 間 制

御の研究は'63年 頃 より着手され,TTRに よる実験が

行われた。また,中 性子束分布や結合炉の最適制御,

さらに連続燃料交換における燃焼度の最大化などの諸

問題が,電 試,阪 大,日 立,東 大などを中心 として進 め

られてお り,今 後最適化の手法は,単 に制動の分野ば

か りでな く炉工学,炉 設計 な どの種々な分野でますま

す活用 されることと思われる。

なお,Wienerフ ィル タによる炉雑音の統 計的制御

に関す る研究 も行われた。

5.学 会における活動

1963年6月 より本学会の専門 委 員会 として「原子炉

雑音解析専門委員会」が発足 し,わが国における炉雑音

研究を推進す る上で極めて大 きな役割を果した。同委

員会は'67年3.月 を もって終了し,動特性の手法全般を

対象 とす る「原子炉動特性測定解析研究専門委員会」が

発足 して今 日に及んでいるが,本年4月 からは「動力炉

動特性研究専門委員会」として新発足する予定である。

(東海大 黒 田 義 輝,動 燃事業団 鈴 木 頴 二)
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VIc熱 伝 達 構 造強 度 ・圧 力容器

この10年 におけ る熱伝達,構造強度,圧 力容器などの

原子炉工学の課題に関す る展望を,限 られた紙面にも

れな く記述することは不可能であるので,研 究の動向

を概観す るに止める。

1.原 子炉開発に及ぼす技術水準

原子炉(動 力炉)の 建造は,多 種多様 の科学技術を総

合 しては じめて可能な ことはい うまで もない。そのた

めには,工 業の広い分野にわたる広範囲の技術のzk準

が高いことが必要である。 ところで,研 究開発を推し

進めるにあたって 精度のよい有用な実験データをも

のにし,そ れを設計に反映 させるために,実 験設備を

大型化し(い わゆる実験炉なども含めて),実 働条件に

ならって実験 しようとい う最近の傾向によれば,上 に

述べた技術水準の高さが研究開発に も影響することに

なる。た とえば高速炉の開発のために,い わゆるNa

技術が工業 として定着し成長す ることがぜひ必要であ

る。わが国の動力炉 の建設が外国技術の導入 とい う形

で出発 したとはいえ,そ の建設の段階における種 々の

貴重な経験が技術の水準を高めることに役立った こと

は事実であろ う。原子炉の耐震構造設計をは じめスー

パーヒータにおける流れによる管 の振 動(そ れに伴 う

疲労破損)の 究明 と対策など,み なそ うである。

2.熱 伝達,流 動の研究

このよ うな問題のほかに,動 力炉の安全 性 を確 保

し経済性を向上するために多 くの基 礎的 な 研究がわ

が国の種 々の機関で行われてきた。熱伝達の分野につ

いてい うと,た とえばガス冷 却炉 で は,フ ィン付 き

管の対流や輻射による熱伝達および 圧 力損失,環 状燃

料や管群形燃料における対流熱伝達など,水 冷却炉で

は,円 環流路の乱流熱伝達や圧力損失,臨 界 圧 付近の

対流熱伝達,気 泡力学,核沸騰熱伝達,過 渡沸騰熱伝達,

管内流沸騰熱伝達,バ ーソアウ ト,2相 流 の流 動様式,

ボイド分布,ス リップ比,圧 力損失,キ ャリオーパ,キ ャ

リアンダ,臨界流,雑 音解 析,水 力 学的振動,噴 霧冷却,

冷却材喪失事故時の緊急冷却における熱伝達など沸騰

や2相 流に関する研究が多い。そのほか,ス ラリーの

流動と熱伝達,有 機液体の管 内流沸騰熱伝達,内 部発

熱を伴 う流体の対流熱伝達,溶 融 ビスマスの流動,水銀

の対流熱伝達(磁 場の影響を含む),Na流 動や沸騰な

どが研究されてきた。 これ らの研究は本学会はじめ多

くの学協会で発表されたものである。 と ころで この

ような研究はいわゆる"炉外実験"が 主である。実際の

原子炉において重要な問題は,燃 料被覆管と冷却材 と

の間の熱伝達ばか りでな く,燃 料中の熱伝導や燃料 と

被覆管の間の熱移動(い わゆるギ ャップ コ ソダクタン

ス)であって,原 子炉において照射中の燃料棒 の材 料

学的,冶 金学的変化に伴 う熱移動の変化を時 間を追 っ

て解明することが肝要である。安全性を確保するため

には燃料棒の挙動に対する正確な情報を常に持ってい

なければならない。このためには,炉 内実験 とその解

析が必要で,温 度計測や熱伝導率の測定などのほか,

いわゆる炉内計装や計測法の開発 も重 要 な ことで あ

る。 ここに も高度の技術のうらづけが要求されるが,

材料試験炉などの活用が期待 される。

3.炉 材料の照射効果に関する研究

動力炉に使用 される種 々の材料は,高 温や高圧のも

とで種 々の放射線の照射を受けながら流動す る冷却材

にさらされている。 したがって,実 働材料の腐食につ

いて究明する必要がある。特に水冷却炉でのZrの 水

素吸収や鋼の応力腐食,Na中 での質量移行などであ

る。 ところで,炉 心構造材の照射に伴 う性質の変化の

うち照射脆化の現象は,大 型 構 造物(た とえば圧力容

器)や 動的荷重を受ける部材に とっては 極めて重大な

問題である。これについては,鉄 鋼照射試験合同委員

会で研究 されてきたことは特筆すべきであろ う。 しか

し,熱 中性子炉の場合 と異な り,高 速炉の材料は,特

に高温のNa中 にあって被曝中性子量 の高いものであ

るか ら,わ が国の高速炉の開発には,燃 料被覆材のほ

か炉心構造材や圧力容器の材料について,照 射効果を

含めて研究開発す ることが緊急かつ重要 といわねばな

らない。

4.圧 力容器の研究

動力炉の鋼製圧力容器の設計 コー ドとしては,極 限

設計論にもとずいてアメリカ機械 学会 が 制定してい

る。 これは原子炉の全寿命中に作用する機械的および

熱的な負荷を推定 し,こ れらによって生ず る応力を圧

力容器の細部にわたって分類 して,各 応力に対す る限

界値を設けた ものであるが,も ち ろん,ク リープ,低

サ イクル疲労,熱 応力,熱疲労,サ ーマル ラチ ェット,熱

衝撃などが設計にあたっては充分に考慮 されなければ

な らない。わが国において も,こ のコー ドに相当する

規格の必要性が早 くから認識されていたが,火 力発電

技術協会が検討して,'67年 末 に原子力圧力容器規程

を提案 している。 ところで,果 して上の設計 コー ドだ

けで充分かどうか。原子炉圧力容器の運転中に生ずる

脆性破壊事故の検討や,圧 力容器の製作および運転中

に生ずる欠陥の検査法や検査基準の確立がぜひ必要で

ある。 また,原 子炉各部の溶接部や圧力容器内面のス
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テソレス鋼クラッド部などについては技術的検討を充

分行わねばならないし,も し損 傷 を発 見 した場合に

は,そ の原因をすみやかに究明して対策をたて,将 来

のために正しい技術的1青報をもたらさねばな らない。

原子炉におけ る材料,燃 料,流 動,熱 伝 達,質 量移行,

構造強度,圧 力容器,計測,計 装などは み な互いに深い

関連がある。わが国のこの方面の研究開発が,施 設の

整備,充 実によって強力に進展することを祈 って止 ま

ない。

(この一文は,本 学会誌に連載 された「原子力科学技

術の進歩」の うち,「 原子炉熱設計法,原 子炉材料技術,

原子炉構造技術の各進歩」,な らびに『原子力総合シソ

ポジウム予稿集』などを参照 した ことを付記 して,各著

者に感謝する。)(京 大 岐 美 格)

理.核 燃 料 ・炉 材 料

わが国で原子力材料 とい う正式の看板をかかげて調

査を始めたのは,ユ954年 末に発足した原子力発電資料

調査会のヤ金グループ(主査,橋 口隆吉教授)と 日本学

術振興会122委 員会の前身 となった原子炉材料固 体物

理研究班(主 査,同 上)で あるが,関係の研究室ではこれ

より数年前か ら海外文献調査は始められていたようで

ある。原研,つ づいて原燃の発足,'54年 度 より始 まっ

た原子力行政 原子力補助金による研究助成以来活動

が本格的になったことは他の分野と同 じである。過去

10年 間のこの分野での研究開発は大別 して,国 立研究

機関(原 研,原 燃ひきつづいて動燃事業団,金 材技 研 な

ど),民 間研究機関(各 原子力グループなど)お よび企

業,大 学に分けて回顧することができよう。

1.国 立研究機関における研究の発展

原研では,当 初固体物理関係の有力メソバーが主力

となって材料の照射効果に関す る基礎研究を行 うこと

と,国 産1号 炉(JRR-3)の 燃料体製造 の技術確立を目

ざす工学的研究を行 うことに重点がおかれたが,あ わ

せて,A1合 金,Zr合 金,ス テソレス鋼の純水を相手 と

する腐食の研究 も金材技研,軽 金 属協 会,前 記学振122

委員会との協力の下に行われた。原燃では,国 内ウラ

ソ資源の開発 とアメリカORNL開 発のエキサー法導

入による金属ウラソ精製法の研究をは じめ,っ いで ゾ

ル・ゲル法によるUO2の 製造技術確立,研 究炉 お よ

び動力炉の燃料要素の検査技術確立の努力がつづけ ら

れ,金 材技研では前記腐食に関す る研究 とBe,Th製 錬

などの研究が始められた。また電試黒 田研ではU,Be,

Zrそ の他の純金属製造についての草分け の研究が行

われた。

2.大 学における研究の発展

大学関係の学科,講 座の新設は科学技術庁に よる研

究所の新設 よりお くれたが,'57年 の東北大の希有金属

学,同 選研の原子核燃料ヤ金学,京 大の原子炉燃料学

より順次講座が新設された。 しか し,研 究そのものは

これ よりかな り前か ら始められ,化 学者による新金属

の精錬の研究 核燃料化合物の製造研究,固 体物 理 グ

ループによる物性研究につづいて,工 学関係者による

物理冶金的,製 造技術の基礎 的研 究 へ と進 んで いっ

た。

3.民 間における研究の発展

民間での研究は,原 子力平和利用委託金または補助

金の助成もあって,'54年 の重水,黒 鉛,'55年 のステγ

レス鋼を最初 として広 く行われた。これ らはわが国で

近い将来設置を予定される原子炉の使用材料 を目標に

することが多いので,そ のテーマは時代 とともに変遷

している。すなわち,第1期 はJRR-3の 国産建設,コ

ールダーホール型炉の導入 ,JRR-1,-2の 建設 とい う時

代で,金 属U燃 料棒の製造技術確立のための研究がま

ず住友金属,日 立の両社により行われ,A1合 金および

ステソレス鋼の溶接施工法の確立についての研究が溶

接協会によって実施され,理 研では'56年 か らA1合 金

の腐食の研究が進められた。コール ダーホール型炉の

受入れがきまると,マ グノックスの国産化についての

研究が古河電工,神 戸製 鋼に よって始められ,16～72

枚 のヒレ付 きの被覆管の製作が前者に よって'58年 に

行われた。 また古河電工は前記住友金属の押 出法に対

して圧延法によるU棒 の製造を原研 と共同で研究 し,

アメ リカのCataliticConstruction社 の乾式製錬法を

入れてUの 製錬にも着手し,住 友金属鉱山はADU沈

殿法を ドイツのDegussa社 から入れ て製造研究 を開

始し,三 菱金属鉱業も独自の方 法で金属U・ ダービー

の製造を始めた。こうしてわが国の金属U燃 料の製造

技術は確立 したが,東 海発電所の燃料は当分 イギ リス

か ら輸入 ときまったため希望を失い,わ ずかにJRR-3

炉の第2次 装荷以後の燃料を住友金属と古河電工が分

担製作 したのに止 まっている。

MTR型 またはETR型 とよばれ るA1被 覆のA1-

U合 金板状燃料の方はjま ず三菱原子 力 が研 究 をは

じめ,古 河電工と住友電工がこれにつづ き,今 では材

料試験炉の燃料を後二者が製造 している。またJRR-2

炉用の同心円筒型燃料は住友電工が'65年 に製造 した。

こ うしてJRR-1・-4に 至る原研の研究炉 と各大学,民

間原子力グループ設置の研究炉 と臨界実験装置の燃料

や材料の一部が国産 されるようになった。他方,軽 水
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炉の導入にあわせてまず三菱原子力がUO2ペ レット

とスエージソグ法による軽水炉用燃料棒の製造の研究

を始め,つ づいて住友電工,東芝,日 立,古 河電 工 な ど

もUO2ペ レットの製造 と軽水炉燃料集合体の組上げ

技術の確立を目指 しての研究を開始 し,神 戸製鋼 住

友金属では'57年 よ りジルカロイ被覆管の製造研究を

はじめ最近生産工場の建設予定を発表 した。また最近

は三菱金属 もこれに加わっている。

ステンレス鋼被覆管については,'55年 の 臼本特殊鋼

管以来各ステンレス鋼 メーカーが研究 したが,今 日被

覆管の製造者 として残 っているのは住友金属 と神戸製

鋼である。Zrス ポンジ国産の努力は大 阪 チタニウム

と東洋ジルコニウムとによって'56年 頃か ら始められ

たが,そ ののち後者のみとな り,良 質のスポンジを欧

米に多 く輸出したが,'64年 には親会社の日本鉱業に吸

収された。軽水炉燃料の端栓溶接につい ては'59年 溶

接協会の共同研究に始 まり,金 材技研および各メーカ

ーの研究もあって,TIG,電 子ビーム双方の溶接 施 工

法が確立した。また軽水炉用Zr合 金を開発する研究

が理研,東 大,早 大の共同研究で'57年 に,ジ ルカロイ

の水素吸収など燃料の安全性にっいての研究が,原 産

の燃料安全小委員会(委 員長 筆者)に より'60年以降今

日までつづいて行われている。また,CO2ガ ス炉用の

Zr-Cu-Mo合 金の研究が'59年 に古河電工 と東大 の共

同で行われて改良合金が開発 された。

Beに ついては,電 試 と日本碍子が最 も早 く研究を

始め,つ いで東大,金 材技研,東 北大 も加わって'60年 か

ら金属ベ リリウム研究懇談会ができて連絡をとりつっ

今 日に及んでいる。この間電解法によるBeの 製法が

日本碍子によって工業化 され て'62年 にはアメリカへ

技術輸出され,こ の地金 を用 い てEL-4型 のBe-Ca

合金被覆管の試作,JMTRC,JMTRの 反 射体 の国産

に成功 した。東北大,金材技研,日 本碍子,東 大 で は,

集合組織 延性,Heに よる延性低下の改善な どの研 究

が最近まで行われている。

SAPに ついては,'60年 に住友電工で研究を行 なっ

たが,そ の後実用の見込がないのであまり発展 してい

ない。Hfは'59年 に東洋ジルコニウムがスポソジをつ

くり,加 工実験が'61年 に東大 と三菱原子力で,制 御棒

の製作が'65年 に日本真空技術で行われた。 同 じ制 御

棒用のAg・ln-Cd合 金は'58年 の東大 の研究に つづき
'60年に三菱原子力で製造研究が行われ

,最 近は原子力

船用制御棒の製作に進んだ。遮蔽用 のボロソ入 り鋼は
'57年の川崎製鉄

,'59年 の 日本冶金の製造研究,'61年

の溶接協会の溶接研究があ り,10B濃 縮の研究は'56,

'57年理研
,'60年 東海大で行われた。

高速炉関係では,原 燃(現 動燃事業団)のPu開 発部

で混合酸化物燃料の製造を目ざす研究が精力的につづ

けられ,わ が国の実験炉用燃料開発のための照射試験

が海外で行われ、316ス テソレス 鋼の製造研究が住友

金属 神戸製鋼で進められた。新 しい被覆材であるV

については'59年 以来東大での基 礎研究があ り,'67年

には 日本碍子が電解,Mg還 元の双方に よる地金製造

に成功 し,同 年原研,原 燃,日 本碍子,東 大,金材技研な

どによるバナジウム研究会が発足 した。液体金属につ

いては,半 均質炉に関連してBiの 研究が初期に原研

で行われ,東 北大,日 立,原 研でNa技 術開発 とステソ

レス鋼などの腐食研究がつづけ られたが,Na製 造は

昭和電工,日 本曹達,鉄 興社で行われている。高速炉開

発に伴って大洗地区に大型のNaル ープが建設され,

従来の原研のNa特 研 とあわせて研究は積極化し始め,

68年 には三菱金属がV合 金 のNa腐 食 の研究を始め

た。 これ ら新金属材料の開発に伴 って必要 となる分析

技術の確立については,Uは 原燃 と原子力金属懇話会,

Thは 後者,Zr,マ グノックスは分析化学会お よび原研,

V,Naは 動燃事業団,原 研 が 中心となって進められ,

Zrに ついてはJISも で きている。 また試験検査法に

ついては,非 破壊検査協,溶 協による共同研究,原燃検

査専門委員会による燃料検査基準作成の共同研究につ

づいて,'60年 には通産省の安全基準 委 員会,'68年 に

は電気協会での燃料体検査基準委員会が出来た。

4.大 学における基礎研究

これらの原子力開発のコースにそった諸研究の土台

となる大学の研究についてはすでに前述した ものもあ

るが,大 別 して化学グループによる高純度燃料材料の

製造,新 しい燃材料の製法,濃縮関係および再処理の基

礎研究,物 理冶金 グループに よる合金 開 発,燃 料・材料

の物性および照射効果 の研究などに分 け る こ とが で

き,そ の1つ1つ にっいては紙数の関係で省略す るが

成果は本会誌に も数多 く発表されている。そのほか安

全に関する研究にっいてもジル カロイの水 素 化 物 問

題F.P,移 動,事 故時の被覆管の挙動などについての

基礎研究が燃料安全研究の一環 として東大,東 工大で

行われた。

5.将 来の展望

以上限 られた字数の中で大勢を展望した ように,こ

の10年 の燃料・材料の研究は,ま ずこれ らの新 しい物

質,材 料に触れてみて欧米のデー タを追試する こ とか

ら始 まったが,今 日では物理化学,固 体物理など基礎研

究ではすでにその成果 と独創性が外国にも認められ る
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に至 り,工 業技術的に もBe精 製技術の輸出には じま

って,近 い将来燃料,材 料 も輸出の可能性が見 込 まれ

るに至った。

これか らの研究は,燃 料では炭化物燃料のより安価

な製造法,多 元系の開発による化学量 論 比 の裕 度 拡

大,チ ッ化物,ケ イ化物系などの新材料 の開発,こ れ

らの物性,特 に照射下の挙動について の解 明,こ れら

の製造技術の確立といった方 向 に重点 が指向され よ

う。Puの 熱中性子炉利用にも工学的に 未解明の点が

多いが,高 速炉燃料 となるとわが国では全 くこれから

の努力に期待せねばならない。材料方面での最大の重

点は被覆材の開発で,そ の成否が動力炉の性能向上の

成否をきめるといえ よう。軽水冷却系のNb合 金,ガ

ス冷却系のBe合 金,高 速炉系でのV合 金いずれ もも

うひと頑張 りせねばならないし,後 者では耐熱合金系

の改良研究も重要である。 しか し,合 金開発のわが国

の腕前は世界的に も定評があるか ら,こ の分野では期

待できよう。特に燃料 と被覆材の両立性の研究は酸化

物以外の新燃料物質を実用するためにきわめて重要で

ある。燃料体を除 く構造材料については,高 照射量に

対する耐性の向上が これか らの主点で,照 射下のクリ

ープ,疲労,耐 食性 といったデー タの集積が必要であろ

う。 しか しこうい う工学的データの完備 とともに,そ

れを十分正 しく使いこなせるための基礎研究の重要性

を特に強調 しておきたい。(東 大 三 島 良 績)

田.再 処理 ・廃i棄物処理 ・同位 体分離

1.再 処理研究の発展

再処理の研究は原研にその研究炉か らの使用済燃料

の処理施設をつ くることに関連 してとりあげられ,原

研お よびその計画の指導にあたった東大お よび東工大

において当初進められた。検討の結果,先 進諸国と同

様ピュレックス溶媒抽 出法を主体 とす る湿式法が採用

され,国 内技術によって これを達成す るためプロセス

化学的および化学工学的研究が始め られた。前者にお

いてはTBPお よびア ミン類の溶媒の放射線損傷とそ

の抑制の研究成果にみるべ きものがあった。装置にっ

いては1959年 設計,'60年 モ ックア ップ装置 試 験 をへ

て'61年には処理能力300kgウ ラン/パッチの施設の建

設製造に入 り,'65年 には連続コール ド試験を行い,'68

年3月 にはJRR-3燃 料によるホット運 転 を始 めPu

約120gを 回収するに至った。 この再処理試験計画は
'61年か ら原研・原燃(現 動燃事業団)の共同研究 として

推進され,動 燃事業団再処理工場の要員訓練に大いに

貢献 してきた。

一方 ,現 行法において再処理事業の独占実施機関 と

定められている動燃事業団においては,諸 外国の技術

的検討をへて'62年 には湿式 ピュレックス法に よ る処

理能力0.7t./日 の再処理工場の予備設計にっいて国際

的に見積 り照合を行い,主 体部についてはイギ リスの

NuclearChemicalPlant社 を選定し'64年 設計完 了に

至 った。つづいて詳細設計入札がなされ フ ラン スの

SaintGobain社 が選定され,'69年L月 には設計 完 了

となっている。原子力委員会では'59年 再処理専 門 部

会を設けて討議 をすすめ,'62年 の最終報告 書で,'68

年頃までにプラソ トを完成 させることが望 ましい旨を

述べたが,こ の目標か ら相当遅れ当初予定 されていた

原電東海炉の使用済燃料は当面はイギ リス原子力公社

へ送 られて処理されることになった。工場設置のため

の安全審査書類は'68年8月 提出され,早 急 に東 海村

に敷地を決定して着工し'72年IO月 か ら営業運転 に入

ることが予定されている。

U・Pu燃 料サ イクル とならぶTh・233Uサ イクルに

ついては,初 期に原研で水均質増殖炉の開発に関連 し

て検討されたが,同 計画の中止 とともに放棄され,そ

の特異な生成物であるPaの 化学的研究が金沢大等に

おいて進められている。また半均質炉プロジェク トの

一環 として,そ の再処理の研究が原研 にお いて'59～

,62年に行われた
。

2.乾 式再処理の研究

乾式再処理については,'58年 から原研でフッ化物揮

発法 の基礎化学的研究が進められ,現 在小型流動層に

よるUの フ ッ素化・Pu実験の準備等が行われている。

また'60～'65年 には塩化物分留法が研究されてかな り

の除染効果をあげ,第3回 ジュネーブ会議にも報告 さ

れたが,工 業化に必要な諸データが外国にもな くすべ

てを自力で開発 しなければならないことを考慮 し,先

進国の採っているフッ化物法に集中す る こ とになっ

た。当初は'74年 頃につ くられると考え られ た第2再

処理工場はフッ化物法によることが予想されたが,国

内外の開発のテンポか らみてそれは難しくj現在'75～
'84年の実用化を目ざして努力が続けられている

。京大

にフッ化物法の研究施設が整備 されてお り,高 温冶金

法にっいては東大その他で基礎研究がなされている。

3。 放射性廃棄物の処理

放射性廃棄物の処理については,再 処理のような制

限 もな くまた身近な問題であるため,比 較的ひろい範

囲において研究が進められた。とくに活発に研究され

たのはRI.利 用から生ず る低 レベル廃棄物の処理で

あって,廃 液の化学処理,イ オン交換樹脂お よび 膜 に
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よる処理,蒸 発処理 とくに飛沫同伴の除去,固 体 の焼

却処理,ス ラッジの凍結再融解 処 理,セ メン ト・アスフ

ァル トに よる固化処理,仮 焼処理等について,原 研,大

阪府放中研,放 医研,東 大,東 工大,京 大,京 大 炉,九 大,

東北大,荏 原製作所,栗 田工業等において研究が進めら

れた。また気体廃棄物については,第3回 ジ ュネーブ

会議に報告された日本原子力事業の包接化合物法によ

る希ガス処理,原 研 ・動燃事業団・東大等を中心 とする

原安協 グループによる再処理希ガス処理の研究,原 研

・日立・武田薬工等による活性炭処理の研究ないしはチ

ャーコールフィル タの開発等が注 目される。

これ らの成果を反映 して'65年 には国際原子 力 機関

(IAEA)の 廃棄物処理訓練セ ミナー の第1回 が10ヵ 国

の人を対象として,初 めてわが国(東 海村)で 開かれ,

また同機関の廃棄物処理プロセスのガイ ドブ ック4種

の うちの1つ(蒸 発処理)の 編集がわが国に割 り当てら

れる等国際的に も相当の地位をかち得ている。

廃棄物処理施設 としては,'58年 原研東海 研 究 所に

つ くられた施設を初めとして,相 当完備したものが放

医研,京大炉,日 本原子力事業(川 崎),第 一原子力産業

(武山),住 友原子力工業(宝 塚)等 に見 られるが,実 際

処理に使われているものは少な く,多 くの事業所では

日本放射性同位元素協会が政府補助金 を受 けて'59年

に開始 した廃棄物の一括集荷貯蔵サービスに頼 ってい

る。ただ協会自体は国内に4貯 蔵所をもつだけで処理

施設は もたず,原 研の施設の余力を利用して処理を行

なっている状態である。

4.関 連委員会等の活動

廃棄物全般について,原 子力委員会は'61～'64年 そ

の廃棄物処理専門部会において検討せしめたが,原 子

力発電の急速な展開はそれか らの固体廃棄物の処理処

分について早急に方針を確立し対策をたてることの必

要性を痛感 させるに至った。'68年原安協は これ に こ

たえて海洋投棄を前提 とした処理処分の技術的検討を

行 う専門委員会を設け,な お地中埋没についても検討

す ることとした。従来は単純だが高価な保管廃棄 しか

考えられていなかったが,多 様大量の廃棄物の発生は

別の処分法の開拓を要求している。海洋投棄容器につ

いては,理 研,土 木学会委員会,電 力中研等において研

究 され,ま た海洋環境については放医研,気 象研,東 大

等において着実な研究が進められ,全 国民の納得でき

る安全でしかも経済的な解決法の見出だされることが

期待 されている。

再処理か らの廃棄物 としては,現 在は原研の再処理

試験施設の運転か ら出された約4万Ciの 廃液が地下タ

ンクに貯蔵 されているにすぎないが,将 来の大問題 と

して注 目されている。とくに動燃事業団再処理工場か

らの処理済み排液の海洋放流の安全性に関 しては,国

の特定総合研究の1つ として'66年 以来各機 関協 力の

もとに研究が進められている。(原 研 石 原 健 彦)

5.同 位体分離に関する研究

同位体分離に関する研究の歩みについては,す でに

本誌(5〔9〕,(1963))に,こ の分野の開拓者である千谷氏

の詳 しい報告があ り,ま た7〔8〕(1965)に は,同 位体

分離研究専門委員会がその後の経過を述べている。こ

の分野の研究のほとん どはわが国の原子力開発の計画

に沿ってというよ りは,個 々の大 学,研 究 所の自発的

意図によるものであ り,比 較的活発にまた独創性に富

んだ研究が多く,研 究人口も徐々に増えつつある。本

節では原子力に密着したもの,す な わ ち重水,u,Li,

ホウ素な どの分離にっいて,こ の10年 の経緯を簡単に

述べる。

重水に関 しては,初 期に重水専門部会ができ,昭 電,

旭化成,日本酸素,東 北大金研などの活動によ り,工 業

的分離の技術の確立を目指した研究が 行 わ れ て いた

が,最 近は全 くといってよいほど,こ の問題は忘れ去

られた感があり,新 型転換炉の開発が取 り上げ られた

今 日,重 水の自国生産はその意志があれば,い つでも

で きるとい う楽観があるとすれば,大 いに反省す る必

要があろ う。

Uに 関 しては,ご く最近,わ が国で もU濃 縮を行 う

ことに対する技術的可能性,経 済評 価 の資料を1975年

までに得ることを目途 とす ることになったが,諸 外国

の最近の動向か らみて,も っと早急に開発が行われる

必要があろう。遠心分離法にっいては これ まで動燃事

業団,日 本原子力事業,東 芝 グループ,東工大 な どによ

ってAr,SF6な どを用いた大型あるいは小型遠心機の

分離実験 遠心機の設計 の問題 分離の方法などにつ

いて,基 礎的,開 発的研究が行われてきた。工業 化に

対する多 くの問題をなお残 しているとはいえ,着 実に

その可能性の途を開きつつある。

隔膜法については,こ れまで京大でその基礎的研究

を,ま た最近では理研,住 友グループにより膜 の開発

研究を行なってきてお り,そ の成果は比較的早い時期

に現われそ うな状況にある。

化学的分離法は,全 くわが国独 自の方法であ り,東

工大,原 研,動 燃事業団などにより研究されたもので,

その工業化の問題は別 として,U同 位 体 の分 離 を試

み,そ の効果を認めている点は注目に価しよう。

Liの 同位体分 離は,東 工大,東 北大,東 大な ど,多
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くの研究者によ り取 り上げられてお り,そ の中には基

礎的研究か らさ らに工業化の可能性の検討を行なって

いるものもある。

ホウ素の分離は,理 研でBF,BF3・CH3F錯 体の共沸

点を利用した交換反応に よる分離法の研究が行われた

が,工 業的にも興味あるわが国独自の方法である。

その他,熱 拡散,ノ ズル分離などの研究,他 の同位体

の分離実験など,わ が国でもかな り幅広 く同位体分離

の研究が行われている。(東 工大 高 島 洋 一)

lX.放 射 化 学

1.研 究炉の利用

1958年JRR-1が 稼動 し始めた ことは,放 射化学の

研究にも大きな影響を与えた。第2次 大戦後は科研サ

イクロ トロンの稼動率が下がっていた こともあって,

それ以前は天然放射性核種あるいは放射性フォールア

ウトを材料に研究するか,わ ずかな輸入R.1.に 頼っ

て実験す るほか仕方のなかった事 情 で あ った。その

ため,出 力が小 さく,し たがって,中 性子束 も低い研

究炉ではあったが,JRR-1が さいわい順調に稼動 した

ので,み ずから放射性核種をっ くり,放射化学 を研 究

するとい う長年月待ちこがれ られていた望ましい環境

が整った。その後,研 究炉の数が増すにつれ,ま た,

利用できる中性子束が高 くなるにつれて,研 究の自由

度は飛躍的に大 きくなった。ホ ットラボ・α放 射体用

実験室などの研究施設 とγ線波高分析器などの実験設

備が活用できるようになったのも,こ の10年 間の特長

であ り,上 述の事情好転をさらに加速 した。

(1)放 射化分析

わが国では戦前すでに理研サイクロ トロンを用いた

先駆的放射化分析が行われていた こと,浜口(東 大理),

木越(学 習院大)両教授ほかがシカゴ学派の中性子放射

化分析の手法を身につけて帰朝早 々であったこと等 々

の好条件に恵まれて,原 子炉による放射化分析はJRR

-1共 同利用開始早 々から研究され ,短 時 日の うちに

Zr中 のHfの 定量法を初め多数の業績が 世 に出た。

以後,利 用できる研究炉の数 も増加 したので,順 調

に各方面に応用され,今 日では特別の分析法 と考えら

れず,放 射化学から離れて化学分析の一方法にな りき

った。また,東 芝中研では中性子発生装置を開発 して

速 中性子放射化分析を試み,さ らに,生 産管理用分析

法に まで仕上げ ようと志すに至っている。

(2)放 射性核種の調製と分離精製

元来わが国は希有金属の無機化学的・分析 化学 的バ

ックグラウンドの高い国であったから,極 めて多数の

元素に属する放射性核種を調製し,こ れを単離精製す

ることはきわめて自然かつ容易に行われた。ただ熱中

性子炉で可能な核反応の種類は数多 くないか ら,こ の

10年間にわが国で発見された新核種はその例が少なか

ったのも当然であろ う。一方,原 研エレク トロン リニ

ヤアクセレータを用いて,47Kな ど数個の新核種が見

出された ことが光っている。

これに反して,分 離精製法の研究は多彩かつ精巧を

極めた といってよい。ビキニの"死の灰"に 関連 して,

イオン交換樹脂に よる核分裂生成物の分族法が開発さ

れたのは早 くも10数 年 も以前のことに な るが,つ づ

いて金沢大では溶媒抽出法に よる核分裂生成物分族法

が構成された。また,原 研 で は[有機 リン酸・有機ア ミ

ン等を抽出剤とする各種の溶媒抽出系におけ る多種 イ

オンの挙動を総括的に調査 し,そ のデータに基いて多

数の分離法を考案 した。その他,各 種のクロマ トグラ

フィー,蒸留法,電 気化学的諸法など試みられなかった

ものはなかったほ どに研究された。

た とえば,迅 速単離が困難であったCs同 位体 も,

リン酸ジルコニウムを主成分 とす る無機 イオソ交換体

イオナイトC,あ るいは放医研で開発された特殊処理

をした イオン交換樹脂の助けをか りて容易に分離精製

されるようになるなど,現状ではSr,Ru,希 土類元素等

に秀れた新分離法が期待 されているほかは,核 分裂生

成物の分離法ばほぼその大綱が確立 された といえる。

(3)ホ ットア トム化学

必ずしも原子力工業に深い関連はないかもしれない

が,最 近10年 間のわが国における放射化学研究を評価

す る際に見落 してはならない分野である。

斎藤研究室(東 大・理および理研)の パイオ ニア的業

績はすでに国際的評価を得ていると判断 されるほか,

放射壊変に伴 うホ ットア トム効果を研究 した塩川研究

室(東 北大・理)お よび高比放射能R.1.の 製造を目的 と

しながらも基礎研究的にも高 く評価される原研R。1.製

造部の業績 も注 目される。1967年 には世界各国か らこ

の分野の専門家が来 日,京 都でシンポジウムが催され

た。また原研 と台湾の国際協力研究 も行われた。

今後は,反 跳 トリチ ウムと有機低分子の反応等に中

心を移しながら,ま た,放 射線化学 との関連 を深めな

がら発展 してゆ くことであろ う。

2.原 子炉化学への寄与

(ユ)核 分裂の化学

上述のように,核 分裂生成物の分離に多 くの研究が

行われ,ま た,Uタ ーゲ ット中での核分裂生成物の行

動が意欲的に研究されたに もかかわ らず,中 性子によ
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る核分裂の放射化学的研究は意外な ほ ど低調 で あっ

k。 梅沢氏ら(原研)の遮蔽 核種148Pmの 収率測定に

言及 しておけば,総 説者の義務を果 したことになる。

関連研究としても,陽 子によ る核 分裂,238Uの 自

発核分裂,お よび飛跡による核分裂数測定等多少の研

究が挙げられるにすぎない。この分野には,将 来,力

を注がな くてはならないと感ず る。

(2)超 ウラン元素の化学

核燃料核種の増殖に関連す る諸元素 と して着 目さ

れ,当 然のことながら,容 易に調製・輸 入 で きるもの

から研究開始 された。

Npに ついては,238U(n,γ)239uSで 容 易に得 られ

る239Npを 用いた詳細な トレーサ化学的研 究 に続 い

て,輸 入品23?Npを 用いた常量の研究に進んでいる。

Puは,1959年JRR-1で 照射Uタ ーゲットか ら単離

して以来,239Puを トレーサ とした研究が数年間続い

たのち,輸 入品による常量での研究に移った。原研の

再処理試験(前 出)の成功に も寄与 した とい え る。ま

た,無 機化学全書XW-2巻 としてハン ドブ ックも編纂

された。

Amは 全 く輸入品24⊥Amに 依存 して実験が行われ,

Cmで は,24tAm(n,γ)・42Amζ で得られる242Cmを

用いて トレーサ化学的に,ま た,U.S.AECか ら贈与

された2mgの244Cmを 用いて常量化学的に研究が進

んでいる。

このよ うに,Cmま での諸元素について,多 少の経

験 と知識を持つようになっているので,通 例核燃料中

に生ずる超 ウラン諸核種すべてに対応できる体制にな

ったといえる。超キュ リウム元素はまだわが国で調製

されていない。今後,努 力すべき目標である。

超 ウラソ元素ではないが,Th増 殖炉で重要な233U

も小規模な調製・単離が くり返 され た の ち,1.5kgの

ThO2の 長期照射を終 り近 く可秤量の233Uが 単離 され

る予定である。

(3)放 射化学的モニタリソグ諸法

戦前か ら磨 き上げられてきた放射化学分析は,こ の

10年間に全 く実用段階に入った感が深い。核反応等の

研究に利用される場合はさておき,測 定器の発達に助

けられつつ放射線管理の日常業務その他に広 く活用 さ

れている。た とえば,石 渡 氏(原 研)はJPDRに 勤務

し,軽 水炉冷却水の化学的管理を組織化した。また,

京大炉・原研では箔放射化を利用 して,エ ネルギー領域

別の炉内中性子の ドジメ トリーを試 みて い る。最 後

に,使 用済み燃料のパー ソ ア ップ測定では,137Cs法

を中心 とした,1960,'67年 の2回 にわた るJRR-1燃

料 溶 液 に 関 す る測 定 経 験 を も とに して,最 近 で はJR

R-3燃 料 に つ い て の 測 定 が 行 わ れ た 。 近 く 日常 分 析 と

して 実 施 され ね ば な らな い もので あ る。

3.R」 。の 製 造

原 研 で は 創 立 早 々か らR.L製 造 を 計 画 し,JRR-1

の稼 動 開 始 直 後 か ら試 験 生 産 を 試 み た 。JRR-2,-3が

稼 動 し始 め る 頃,壮 大 なR.1.製 造 棟 を 完 成 し,フ ラ

γ ス 技 術 を 導 入 して,核 分 裂 生 成 物 を 除 く 多 数 の

processedisotopeの 本 格 的 生 産 を 開 始 し た 。'67年 の

放 射 能 取 扱 量 は4,500Ciに 上 って い る し,日 本 人 特 有

の キ メ細 か い 管 理 の た め 品 質 も国 際 級 とな った 。

さ らに,原 研 リニ ヤ ア ク セ レ ー タを 用 い て,133Cs

(γ,n)反 応 で 作 られ る半 減 期6.7日 の132Csの よ うな 独

特 の製 品 も開 発 さ れ て 輸 出す ら され て い るほ か,ホ ッ

トア トム効 果 を 利 用 して 高 比 放 射 能 に濃 縮 され た32P,

51Cr
,54Cuも 生 産 され て い る。

一 方
,東 芝 中 研 で は,照 射 した 硝 酸 ウ ラ ニ ル 六 水 塩

を炉 内で 加 熱 溶 融 して,核 分 裂 生 成 物 で あ る9.2hr・

135Xeを 抽 出 す る技 術 を 開 発 し て 医 療 用 需 要 に応 え

た 。

最 近,理 研 が 完 成 した サ イ ク ロ トロ ソ は,高 キ ュ リ

ー製 品 に は不 向 きで あ るが ,従 来 原 子 炉 で 生 産 した核

種 と は 異 る興 味 あ るR.1.調 製 に 適 して お り,今 後 の 動

向 に注 目 され る も のが あ る。(原 研 石 森 富 太 郎)

X.放 射 線 化 学

原子力平和利用の第3の 柱 として登場 した放射線の

利用は,資 源の乏しいわが国では非常に重要視され,

放射線を利用した化学および化学工業の開発を目ざし

てこの10年 間研究が進 め られ た。また欧米諸国とほ

とん ど同時に,わ が国で も放射線化学の研究が始めら

れたので,こ の10年 間に得 られた研究成果は世界各国

より高 く評価されている。 とくに高分子化学の分野に

おける基礎研究が盛んで,そ の成果を工業化の段階ま

で発展させ るため,高 崎研究所を設立して開発研究に

も力を入れている。最近における基礎研究の充実 と相

まって,放 射線化学の工業化 も本格的な段階に発展す

ることが期待される。

1.放 射線高分子

Charlesbyに よってポ リエチ レソの照射 効果の研究

が報告されて以来,初 期の放射線化学の研究は高分子

化学に関す る研究が盛んであった。これは低分子化合

物に比べて僅かの線量で著しい効果が現われるためで

ある。高分子の放射線効果は高分子の種類や照射条件

によって も変化する。主な効果は,主 鎖の切断による
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分 子 の 崩壊 と,側 鎖 の 切 断 に 伴 う分 子 間 の 架 橋 の2っ

に 大 別 さ れ る。 しか し多 くの 高 分 子 で は,架 橋 と崩 壊

が 同 時 に起 って お り,そ の 確 率 の 大 小 に よ っ て最 終 的

な 効 果 が 決 定 され る。

(1)架 橋 と崩 壊

架 橋 を 起 す 主 な 高 分 子 は,ポ リエ チ レ ソ,ポ リス チ レ

ソ,ポ リエ ス テル,ポ リ塩 化 ビ ニ ル,天 然 ゴ ム,シ ロ キ サ

ン樹 脂 で あ る。 わ が 国 で も各 種 の高 分 子 に つ い て 多 く

の研 究 が 行 わ れ て い る。 最 近 で は,架 橋 の反 応 機 構

添 加 物 の 効 果 の研 究 が 盛 ん で あ り,岡 田氏 に よ っ て

ポ リエ チ レ ンお よび ポ リプ ロ ピ レン の 架 橋 のG値 が

N20の 存 在 下 で 増 大 す る こ とが示 され た 。

崩 壊 を 起 す 主 な高 分 子 は,ポ リ イ ソブ チ レ ソ,ポ リメ

タ ク リル 酸 メチ ル,ポ リ塩 化 ピ ニ リデ ン,ポ リ四 フ ッ化

エ チ レ ン,繊 維 素 お よび そ の 誘 導 体 な どで あ る。 わ が

国 に お い て も い ろ い ろ の 高 分 子 に つ い て 研 究 が 行 わ れ

て い る。 架 橋 す る高 分 子 と崩 壊 す る高 分 子 を 適 当 な 割

合 で 含 む 共 重 合 体 を 作 る と,放 射 線 効 果 を最 小 に す る

こ とが で き る。 と くに ポ リス チ レ ン の よ うな フ ェニル

基 を もつ 高 分 子 を入 れ る と安 全 な 共 重 合 体 が 得 ら れ

る 。 この よ うな現 象 は フ ェ ニル 基 の 保 護 効 果 と 呼 ば

れ,2,3の 系 につ い て 研 究 が 行 わ れ た 。

高 分 子 溶 液 の放 射 線 効 果 は,溶 媒 か ら の影 響 を 受 け

る の で 固体 高 分 子 を照 射 す る場 合 と異 な る 変 化 を 示

す 。 ポ リビ ニル アル コー ル 水 溶 液,天 然 ゴ ム ラ テ ック

ス な どに っ い て,溶 液 中 の高 分 子 の濃 度,pH,添 加 物,

照 射 線 量 の影 響 が 研 究 され て い る。

(2)照 射 高 分 子 ラジ カル

高 分 子 を照 射 す る と,反 応 中間 体 と して高 分 子 ラ ジ

カ ル が 生 成 す る 。 照 射 高 分 子 にで き る ラ ジ カル は 電 子

ス ピ ン共 鳴 吸 収(ESR)で 測 定 す る こ とが で き る。 ポ リ

エ チ レ ソ,ポ リメ タ ク リル 酸 メチ ル,ポ リ四 フ ッ化 エ チ

レン な ど多 くの高 分 子 ラ ジ カル がESR法 に よ って 研

究 さ れ て い る 。 た とえ ば,ポ リエ チ レ ンを 照 射 す る と

一CH,-CH,-CH,-CH2

-一一一〉-CH2-CH-CH2-(A)

-V.N..・-CH2-CH-CH=CH一 ⑬

一～・-CH2-H2C・:・CH2-CH,一 一(R)

な どが で き る。 ⑬ の ラジ カル は 長 寿 命 で あ り,ま た 低

温 に お い て は ㈹ の ラ ジ カル が 生 成 され る こ とが 大 西 氏

らに よ っ て 確iかめ られ た 。

2。 放 射 線 重 合 と グ ラ フ ト共 重 合

ビ ニル 系 モ ノマ ー の放 射 線 重 合 は,高 分 子 化 学 へ の

放 射 線 の 利 用 と して 興 味 あ る 分 野 の1っ で あ る。 放 射

線 で照 射 す る と,イ オ ソ や ラジ カル な ど の活 性 種 が 作

られるので,重 合触媒を加えなくても,ま た常温でも

低温でも,モ ノマーは容易に重合する。

(1)ラ ジカル重合

いろいろのモ ノマーについて,放 射線による塊状重

合,溶 液重合が研究 されている。エチ レソ の気相重合

については早 くか ら研究が行われていたが,そ の工業

化研究が最近活発に行われている。高崎研究所はポ リ

エチレンの融点より低い温度で,400気 圧で重合 させ,

特徴ある粉末 ポリエチレソをつ くることに成功した。

現在101の 反応容器を用いて流通法試験装 置を開発中

である。

(2)イ オソ重合

放射線重合の特徴の1っ としてイオン機構で重合が

起 る。スチレソ,ニ トロエチレン,ア ク リロ ニ トリル,

イソブチレンなどは イオソ重合を起 す こ とが岡村氏

ら,田 畑氏らによって確かめられた。イオン重合の特

徴はラジカル抑制剤の影響を受けることな く,重 合速

度は線量率に比例し,ま た活性化エネルギーは0,ま

たは負 となることにある。

最近,十 分脱水した系について重合を行 うと非常に

高い重合速度が得 られ,し かも線量率 依 存性は0.5に

近づ くことが明らかにされた。これはフ リーイオソに

よって重合が開始される もの で,ス チ レン,α一メチル

スチレン,イ ソブテン,ニ トロエチレンなどについて研

究されてい る。

(3)固 相 重 合

一般に化学反応は気相 ,液相で行われる場合が多 く,

固相で行われ る場合はきわめて少ない。放射線による

固相重合はアクリルア ミド系のモノマーについて研究

されてお り,重 合にはモ ノマー結晶の格子欠陥が重要

な役割を果している。

放射線高分子研究協会大阪研究所の岡村氏らによっ

て研究された トリオキサンの固相重合の成果 をもとに

して,高 崎研究所において大規模な開発研究が行われ

てお り,加 工性のよいポリオキシメチ レンの製造に成

功 した。

モノマーを低温,固 相で照射すると,ラジカルは捕捉

され るのでイオン機構で重合が起 る。たとえば,ヘ キ

サメチル シロキサンは,液 相ではほとんど重合しない

が,固 相の場合のみ重合する。これはイオソ機構に よ

るものである。最近は高圧下の固相重合が田畑氏らに

よって研究 されてお り,重 合速度に及ぼす圧力効果が

求められている。

(4)放 射線 グラフ ト共重合

放射線に よるグラフ ト共重合は照射によって高分子
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鎖中に活性中心を容易に作 ることができるので,任 意

の高分子 と任意のモノマーの組合せが可能である。グ

ラフ ト共重合体は化学的に結合した2種 類 の高 分子

A,Bか らなっているので,グ ラフ ト共 重 合体の性質

は,高 分子Aの 性質の一部と高分子Bの 性質の一部を

兼ね備えている。

セル ロースはグラフ ト共重合 させにくいものであっ

たが,桜 田氏らの研究により,水 とメタノールにモノ

マーを溶かした溶液に浸漬することによって容易にグ

ラフ トさせることに成功している。この成果は,高 崎

研究所において,ポ リノジ ック繊維へのスチレソのグ

ラフ ト重合の開発研究にまで発展した。ポリエチレン

に種々のモノマーをグラフ トして耐熱性の向上や,ポ

リ塩化 ビニルに種々のモノマーをグラフ トさせて機械

的性質の改善が,電 気通信研究所 と高崎研究所でパ イ

ロット規模で研究されている。

最近ではグラフ ト共重合体の構造 と物性の研究が盛

んに行われ,放 射線 グラフ ト共重合体の実用化も近い

ものと思われる。

3.基 礎 研 究

最近の数年間に放射線化学の基礎研究の分野におい

て 目ざましい進歩が見られた。放射線 が物 質 に 当 る

と,最 初にイオソ,励起分子,ラ ジカルなどの中間活性

種ができる。放射線化学の特徴は,こ れら中間活性種

のきわめて短時間に起 る反応に起因するものである。

最近 これら短寿命の中間体の直接検出や,そ の反応過

程が明らかにされた。

(1)イ オソ分子反応

放射線化学の初期過程でイオソ分子反応が重要な役

割を果す ことが,Stevensonら によって明らかに され

てから,200種 以上のイオソ分子反応が知 られている。

飯塚氏らによってアル コールのイオソ分子反応の研究

が報告されている。また志田氏 らに よって ルブ タソ

の放射線分解におけるスカベ ソジャー効果やN20に

よるスカベンジ ャー効果が研究 され,そ れぞれ気相,液

相におけるイオソ過程の寄与を明らかにした。

(2)水 和 電 子

水の放射線分解の初期生成物 として,還 元性ラジカ

ルは水素原子のほかに,水 和電子(eαq)の存 在 が 実 証

された。

H20L-n・eiq,H,OH,H2,H202

水和電子の研究 も盛んに行われ大野氏によってフェ

ロシアソ水溶液の光分解から生ずる水和電子を用いて

種々の溶質との反応速度定数が求められた。またいろ

いろの水溶液についてその収率を測定 しG籟=2.8が

得 られている。

(3)パ ルス放射線分解

照射中にできる短寿命中間活性種の構造や反応が,

パルス放射線分解の研究か ら最近明らかになった。わ

が国においては この方面の研究は遅れているが,片 山

氏 らによってα一メチルスチルベンのパルス照射か ら短

寿命活性種 としてアニオンラジカルの同定がなされて

いる。

放射線化学の今後の課題 としては,基 礎研究をさら

に充実して,こ の成果を工業化の発展のために利用す

ることである。(原 研・高崎研 団 野 皓 文)

皿.保 健 物 理

保健物理が本来,原 子力の開発利用に伴 う放射線障

害の防止 とい う具体的目的をもって出発 した こ とか

ら,基 礎的研究 よりも放射 線 防護,放 射 線 管理 の実

務上の問題解決をまず対象 とした ことは当然である。

わが国での研究開発は,1957年 原研に保健物理部が設

置された時からその活動が開始された。約10年 を経た

今 日,原 子炉,核 燃料再処理,R.1.製 造,ホ ット・ラボ

な ど原子力主要施設 に つ い て の実際上の経験を通 し

て,こ れ らの放射線管理上の実際的問題処理に関 して

一応 の成果 と自信を得た段階であるといえる。一方,

本格的な再処理工場建設や高速実験炉など今後の施設

に伴 う問題と,現在までに得られた技術の精密化,能 率

化と同時に,よ り基礎的な研究 に取 り組む ことが,こ

れか らの保健物理の動向 となると考えられる。

1.放 射線管理用測定器およびモニタ リング

技術の開発

(1)個 人被曝測定器の開発

当初,医 療用放射線すなわち診療用X線 とγ線を対

象 とした2種 のフィル ム・バ ッジのみがJISと して制

定 されていたが,原 子力利用 に伴 いβ線 中性子線の

被曝測定の必要がある上,γ 線にっいても広 いエネル

ギーを対象 とす る性能が要求されたため,そ の開発が

行われ,現 在ではほ とんどこの新 しい タイプの測定器

が原子力施設で利用されている。一方,従 来の螢光ガ

ラスの性能 を著しく改良して個人被曝測定器 として使

用可能な ものが東芝中研で研究開発 され,感 度,線 量特

性,フ ェイデ ィングその他で,フ ィルムに優 る性能によ

って欧米でも高 く評価 されている。また,熱 螢光体素

子の この方面への応用 も活発に行われ,性 能のす ぐれ

た素子ならびに測定器の開発が松下電器中研で進行中

である。今後はこれ らの新 しい測定器がそれぞれの特

徴を生かして種 々の目的の被曝測定器 として使用され
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ることが期待 され る。

事故被曝測定器の開発は,核 分裂 バース ト放射線を

得ることが困難 なため,部 分的性能 の実験結果しか得

られていなかったが,1968年ORNLのHPRRを 使

用する国際比較 に原研が参加す る機会を得,PuやNp

を含む標準 しきい値測定器 とよい一致を示すことが確

認された。速中性子測定に関 しても前述の螢光ガラス

を利用したEtchPit法 が現在各所で開発 され,原 子

核乳剤法の他に有力な手段 となる可能性がある。

また個人放射線警報計にっいても放医研で振動容量

型のものが開発 された。

(2)放 射線測定器の開発

サーベイ・メータおよび放射線測定器については,主

として原研保健物理関係者と業者 との協力により,ほ

とん どの機種についての国産化が完了し,こ れらは広

く諸外国へ も輸出されているものもある。

測定に問題の多い中性子にっい て も,Andersonの

レム・カウンタと別の構想か ら,BF3計 数管を利 用 し

た減速型 レム・カウンタが原研で開発 され,原 子炉周

辺の測定はもとより,サ イクロ トロソや高エネルギー

電子加速器などか らの中性子線測定に も使用 された。

低 レベル γ線 の線量測定にっいては,従 来の電離箱

に よる方法に対 して,パ ルス計測の安定性を十分活用

したパルス線量測定器や,Nal検 出器を利用 したエネ

ルギー依存性のない測定器,こ れ らに伴 う電子回路 の

開発などが原研で完成し,遮 蔽研究や環境放射線測定

に実用されている。

β線被曝が被曝管理の盲点 とな りやすい点か ら,通

常のサーベ イ・メー タによるβ線測定の較 正定数 が確

立 された(原 研)。 また低 レベルβ線測定に関しては,

放医研 グループが優れた構想のバ ックグラウンド減少

法を開発 した。これは同時に波高分析器によってβ線

スペク トルをとることにより,超 微少β放射能の核種

同定にも使用でき,国 内は勿論 諸外国の特許 も獲得

してその性能を高 く評価されている。

(3)ダ ス トモニタなどの開発

放射線汚染区域のダス ト・モニタとしては,最初湧紙

移動型が輸入され,こ れをモデル として改良が進んだ

が,現 在では固定源紙型の優秀さが確立 されて各所で

標準型 として使用されている。重水炉 で 問題 とな る

トリチ ウムやArガ スを初めとする不活性 ガスについ

ても十分使用に耐える測定法やモニタが用意された。

重要核種の1つ であるヨウ素のモニタにっいては,

その化学的形状によるフィル タの捕捉 率 に問 題 があ

り,サ ンプラ部の開発が中心 となって い るが,湿 度,

温度などの影響や経時的な 性能 にっ いてMayPack

を改良 したものがテス トされている。

Pu空 気汚染のMPCが パ ックグラウンドのRn娘

核種より低 く,こ れを分離モニタするための特殊なモ

ニタが開発され ,現 在ではバ ックグラウン ド10-ii,aCi/

ccの 時,ユ～2(MPC)Pu・hrの 検出感度が得 られ て い

る。なおICRPの 新 しいLungDynamicsの 考え方に

対応 して,粒 子サイズ分離型のサンプラの開発が今後

の問題 として残 されている。

2.身 体汚染の測定・評価技術

内部被曝の研究は,放 射線医学,放 射線生 物学 な ど

と密接な関係をもつが,放 射線防護の立場か らは,身

体汚染の測定,体 内汚染分布,移 行,こ れ らに基づ く被

曝線量評価の研究を中心 とす る。 最初 に 手をつけた

Bioassayは 尿中gr。ssβ 計測から始ま り,原 子 力施

設の建設の進行に伴って対象核種別の測定が拡大 し,

現在では糞中Puの 分析測定 に至って い る。一方,
'61年原研に全身カウンタが完成してか ら

,γ 線を対

象 としたi7z蜘ocountingの 威力を発揮することに

なった。その後放医研,東 大など全国数個所の大 学研

究所によ り精巧な全身カウソタが建設されて活躍して

いる。

1958年 以降の大気圏核爆発実験の90Sr,139Csな どの

フォールアウト核種は恰好の トレーサ として放射線影

響の研究に使用され,保 健物理の分野にも強い刺激を

与えた。

体内汚染の分布や移行の研究についても,こ れ らフ

ォールアウ ト核種はよい対象となったが,さ らにこれ

と化学的に類似な核種(85Sr,132Cs,86Rb,103Ruな ど)を

積極的に体内に摂取して行 う研究 もあらわれた。

これらの結果 を利用して,体 内の種 々のC。mpart-

ment間 の化学物質の移動の解析,メ タボ リズ ムなど

よ り基礎的な生物学的研究 も盛んになって来た。今後

の課題 としては,こ れらの体内分布や移 行 に もとづ

き,各 器管ごとの被曝線量の推定や実測,ま たさきに

述べたLungDynamicsに もとつ く肺各部線量の推定

やLungcounterの 技術開発が進められるであろ う。

3。 環境汚染の拡散と移向

環境汚染は気体液体固体状廃棄物がその源 とな り,

拡散媒体 としては大気,海 洋(河 川水)お よび地中(地 下

水)に 分類できる。これらが直接,間 接人間に影響を与

える。

大気拡散にっいては,こ れが原子炉立地条件の重要

な因子であるため,東 海村周辺で'56年 にすでに煙に

よる調査が開始されている。ついで原電東海発電所の
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排出気体拡散に関して大規模な実験を,各 研究所職員

の参加 した原子力気象調査会が行なった。その結果,

わが国の公式解析法としていわゆるイギ リス気象局方

式が採用され ることになった。その後原研ではJRR-2

の出力上昇に伴 うAr放 出に関 して,上 記方式では解

析不能の静隠時の被曝測定が放射線測定器を使用して

行われて大 きな成果をあげた。また放射性雲か らの被

曝に関してsubmersionmode1の 不合理の打開のため,

実験と理論解析が行われ,通 常使用される放出高,あ ら

ゆる気象条件の場合の計算が完了した。その結果は,

現在のモニタリング・ポス ト方 式の性 能評価に利用で

きる。今後 も大気拡散研究のための トレーサ物質放射

化法や沈着速度,局 地気象のモデル化,事 故時のための

大規模野外放出実験などが追究されるであろ う。

海洋についても,東 海村沖において海潮流の状況把

握 と拡散能力の評価について研究調査が続けられ,現

在では東海村海域ではその1点 から放出した廃液の流

下方向濃度分布が一応推定可能になった。しか し,海

洋については,再 処理工場の低レベル廃液海中放出計

画により初めて本格的に取 り上げられ,現 在5年 計画

の第2年 目の研究調査が各大学研究所の参加で精力的

に進められている。

現在では地中埋没が許可 されていないので地中拡散

の研究は将来の課題であろ う。発電炉か らの固体廃棄

物の海洋投棄についてその容器 リーチ ソグの影響,最

適海域の選定などが次の問題 となろ う。

Food-chainに ついては放医研,公 衆衛生 院などを中

心に重要核種について部分的に研究が行われ るととも

に,特 に海産物の濃縮係数について実験室規模を出る

実験が予定されている。

4.そ の 他

放射線汚染区域 の作業に伴 う機 器,床,着 衣,皮 膚そ

の他の汚染除去技術は,平 常業務 としては支障のない

ところまで開発された。防護衣や呼吸防護具について

も武蔵工大などを中心 として積極的に開発が進んでい

る。 しか しPu汚 染などの汚染除去作業のための加圧

服その他は まだ経験が少ない。 また高速炉で問題 とな

るNa,NaKの 取扱作業衣などの研究は今 後本格化す

ると思われる。

最初に述べた ように,本 章では実務上関連の深い面

を重点的に述べたが,放 射線量の絶対測定,マ イクロ

ドメシ トリー,放 射線生物学など基礎的な面でも平行

して研究が行われている。今後の10年 ではこれらの分

野の比重が次第に大きくなることが期待される。

(原研 宮 永 一 郎)
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「原 子 炉 物 理 実 験」(再 版)

会 員 特 価 頒 布

本 会 臨 界 実 験 専 門 委 員 会 成 果 報 告 書 『原 子 炉 物 理 実 験 』(A5判244頁,コ ロナ 社 発 行)は,39年1月 発

行 以 来 大 学,研 究 所,会 社 等 で テ キ ス ト と して も利 用 され,好 評 で す 。 再 版 に 当 り一 部 増 補 しま した の で,

ご希 望 の 方 は事 務 局 へ。 会 員 特 価800円(定 価1,100円,〒90円)

第1章 臨界近接

第2章 制御棒の校正

第3章 反応度係数の測定

第4章 動特性に関する炉物理定数の測定

第5章 出力の校正

第6章 中性子束分布の測定
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第7章

第8章

第9章

第10章

第11章

付 録
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中性子スペ ク トル の積分測定

熱中性子利用率 と共鳴吸収の測定

指数実験

パル ス法実験

Rossi・α法 による中性子寿命 と実効増倍係数の測定

装置要 目表
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